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(57)【要約】
【課題】
　磁石励磁回転電機に於いて，エネルギー効率の良い磁
束量可変回転電機システムを提供する。
【解決手段】
　本発明による磁石励磁の磁束量可変回転電機システム
は，同種の極性に磁化されるべき磁性体突極を一括して
励磁する励磁部を有し，励磁部内の界磁磁石は磁化の容
易さが異なる磁石要素の並列接続構成とし，励磁コイル
により任意に磁化状態を不可逆的に変える構成である。
回転電機の運転中に界磁磁石の磁化状態を変えて最適の
動作条件で運転すると共に不要な渦電流損を抑制し，高
エネルギー効率の可変速回転電機システムが実現される
。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
電機子コイルを有する電機子と，電機子と対向して周方向に配置された複数の磁性体突極
を有する表面磁極部と，同種の極性に磁化されるべき磁性体突極グループ毎に一括して磁
化する励磁部とを有し，表面磁極部と電機子とは軸を中心に相対的に回転可能である回転
電機装置であって，励磁部は界磁磁石及び界磁磁石の磁化を変更する励磁コイルを有し，
前記界磁磁石のＮ極或いはＳ極の何れか一方の磁極から流れる磁束が磁性体突極及び電機
子を介して界磁磁石の他方の磁極に環流する主磁路と，前記界磁磁石の一方の磁極から出
た磁束が主として励磁部内で界磁磁石の他方の磁極に環流する励磁磁路とが並列に界磁磁
石に接続され，励磁コイルは励磁磁路に加えて界磁磁石を含む磁路に磁束を誘起するよう
配置され，回転電機装置の出力を最適化するように前記出力に応じて励磁コイルに磁化電
流を供給して界磁磁石の磁化状態を不可逆的に変え，電機子に流れる磁束量が制御される
事を特徴とする回転電機システム
【請求項２】
請求項１記載の回転電機システムに於いて，磁性体間に磁化方向長さと抗磁力の積が異な
る磁石要素が並列に接続されて界磁磁石が構成されることを特徴とする回転電機システム
【請求項３】
請求項１記載の回転電機システムに於いて，励磁コイルに供給される磁化電流による磁界
の磁界強度が抗磁力より大とされる界磁磁石の磁石要素が磁化電流の極性により定められ
た方向に選択的に磁化されることを特徴とする回転電機システム
【請求項４】
請求項１記載の回転電機システムに於いて，界磁磁石は磁性体突極を予め定めた方向に磁
化する第一磁化の磁石要素，第一磁化と逆方向の磁化である第二磁化の磁石要素を有して
いる事を特徴とする回転電機システム
【請求項５】
請求項１記載の回転電機システムに於いて，表面磁極部は周方向に隣接する磁性体突極を
互いに異極に磁化する永久磁石を有し，界磁磁石の第一磁化と前記永久磁石とが磁性体突
極を同種の極性に磁化するよう前記永久磁石の磁化方向が設定され，界磁磁石全体が第一
磁化とされて電機子を流れる磁束量が最大にされ，電機子内に於いて前記永久磁石からの
磁束と界磁磁石からの磁束とが相殺されるように界磁磁石は第二磁化の磁極面積が第一磁
化の磁極面積より大とされて電機子を流れる磁束量を最小であるゼロとするよう構成され
ている事を特徴とする回転電機システム
【請求項６】
請求項１記載の回転電機システムに於いて，界磁磁石は磁化容易さが互いに異なる第一界
磁磁石及び第二界磁磁石の並列接続で構成され，励磁コイルは第一界磁磁石及び第二界磁
磁石が直列となる閉磁路に磁束を発生させ，第一界磁磁石及び第二界磁磁石は互いに他を
励磁磁路の一部とするよう配置されていることを特徴とする回転電機システム
【請求項７】
請求項６記載の回転電機システムに於いて，磁化容易さが互いに異なる第一界磁磁石及び
第二界磁磁石は磁化変更に必要な磁界強度が互いに異なる磁石によりそれぞれ構成される
ことを特徴とする回転電機システム
【請求項８】
請求項１記載の回転電機システムに於いて，可動磁性体片を偏倚させて界磁磁石，主磁路
，励磁磁路間の接続状態を変える磁路スイッチを有し，通常の運転中に界磁磁石は主磁路
に接続されて励磁磁路は切り離され，励磁コイルにより界磁磁石の磁化状態を変更する際
に界磁磁石は主磁路から切り離されて励磁磁路と接続されることを特徴とする回転電機シ
ステム
【請求項９】
請求項１記載の回転電機システムに於いて，可動磁性体片を偏倚させて励磁磁路の構成を
変える磁路スイッチを有し，通常の運転中に励磁磁路の磁気抵抗は大となるよう励磁磁路
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中の磁気的な間隙が大とされ，励磁コイルにより界磁磁石の磁化状態を変更する際に励磁
磁路の磁気抵抗が小となるよう励磁磁路中の磁気的な間隙が小とされることを特徴とする
回転電機システム
【請求項１０】
請求項１記載の回転電機システムに於いて，主磁路の磁気抵抗より励磁磁路の磁気抵抗が
大に設定されていることを特徴とする回転電機システム
【請求項１１】
請求項１記載の回転電機システムに於いて，界磁磁石から磁性体突極に至る磁路は界磁磁
石に接する磁性体より渦電流損を大とする構成を有して交流磁束が通り難いよう構成され
る事を特徴とする回転電機システム
【請求項１２】
請求項１記載の回転電機システムに於いて，励磁コイルには界磁磁石の磁化状態変更の為
の磁化電流を供給する回路に加えて磁束調整回路が接続され，磁束調整回路は界磁磁石に
不可逆的な磁化変化を生ぜしめない程度の磁束調整電流を励磁コイルに供給し，誘起され
た磁束を界磁磁石からの磁束に重畳して電機子を流れる磁束量を調整する事を特徴とする
回転電機システム
【請求項１３】
請求項１記載の回転電機システムに於いて，回転子側に配置された表面磁極部が電機子と
径方向に対向して配置され，隣接する磁性体突極は互いに軸と平行の異なる方向に延伸さ
れて延長部分は延長方向により第一延長部，第二延長部とされ，励磁部は回転子内に配置
され，第一延長部，第二延長部を介して隣接する磁性体突極が互いに異極に磁化するよう
構成される事を特徴とする回転電機システム
【請求項１４】
請求項１記載の回転電機システムに於いて，回転子側に配置された表面磁極部が電機子と
径方向に対向して配置され，電機子はさらに磁気ヨークを有し，隣接する磁性体突極は互
いに軸と平行の異なる方向に延伸されて延長部分は延長方向により第一延長部，第二延長
部とされ，回転子両端の静止側に配置された二つの励磁部は第一延長部と磁気ヨーク間，
第二延長部と磁気ヨーク間にそれぞれ磁束を供給し，隣接する磁性体突極が互いに異極に
磁化するよう構成される事を特徴とする回転電機システム
【請求項１５】
請求項１記載の回転電機システムに於いて，回転子側に配置された表面磁極部が電機子と
径方向に対向して配置され，隣接する磁性体突極は互いに軸と平行の一方向，内径方向に
それぞれ延伸されて延長部分は延長方向により第一延長部，第二延長部とされ，回転子端
の静止側に配置された励磁部は第一延長部と第二延長部間に磁束を供給し，隣接する磁性
体突極が互いに異極に磁化するよう構成される事を特徴とする回転電機システム
【請求項１６】
請求項１記載の回転電機システムに於いて，回転子側に配置された表面磁極部が電機子と
径方向に対向して電機子の外周側に配置され，隣接する磁性体突極は互いに軸と平行の異
なる方向に延伸されて延長部分は延長方向により第一延長部，第二延長部とされ，励磁部
は電機子の内周領域に配置され，第一延長部，第二延長部に微小間隙を介して磁気的に結
合され，隣接する磁性体突極が互いに異極に磁化するよう構成される事を特徴とする回転
電機システム
【請求項１７】
請求項１から請求項１６記載の何れかの回転電機システムに於いて，さらに制御装置を有
し，回転力を入力とし，発電電力を出力とする回転電機システムであって，電機子コイル
に誘起される発電電圧が所定の値より大の時は制御装置により界磁磁石内の第一磁化の磁
極面積を減じるよう界磁磁石を磁化する極性の磁化電流が励磁コイルに供給されて第一磁
化の磁極面積を減じて電機子を流れる磁束量が小とされ，電機子コイルに誘起される発電
電圧が所定の値より小の時は制御装置により界磁磁石内の第一磁化の磁極面積を増すよう
界磁磁石を磁化する極性の磁化電流が励磁コイルに供給されて第一磁化の磁極面積を増し
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て電機子を流れる磁束量が大とされ，発電電圧が所定の値に制御される事を特徴とする回
転電機システム
【請求項１８】
請求項１から請求項１６記載の何れかの回転電機システムに於いて，さらに制御装置を有
し，電機子コイルへの供給電流を入力とし，回転力を出力とする回転電機システムであっ
て，回転速度が所定の値より大で電機子を流れる磁束量を減少させる時には制御装置によ
り界磁磁石内の第一磁化の磁極面積を減じるよう界磁磁石を磁化する極性の磁化電流が励
磁コイルに供給されて第一磁化の磁極面積を減じて電機子を流れる磁束量が小とされ，回
転速度が所定の値より小で電機子を流れる磁束量を増大させる時には制御装置により界磁
磁石内の第一磁化の磁極面積を増すよう界磁磁石を磁化する極性の磁化電流が励磁コイル
に供給されて第一磁化の磁極面積を増して電機子を流れる磁束量が大とされ，回転力が最
適に制御される事を特徴とする回転電機システム
【請求項１９】
請求項１から請求項１６記載の何れかの回転電機システムに於いて，さらに制御装置を有
し，電機子コイルへの供給電流を入力とし，回転力を出力とする回転電機システムであっ
て，回転速度を減少させる場合には制御装置により界磁磁石内の第一磁化に属する磁極面
積を増すよう界磁磁石を磁化する極性の磁化電流が励磁コイルに供給されて第一磁化の磁
極面積を増して電機子を流れる磁束量が大とされ，回転エネルギーが発電電力として取り
出される事を特徴とする回転電機システム
【請求項２０】
電機子コイルを有する電機子と，電機子と対向して周方向に配置された複数の磁性体突極
を有する表面磁極部と，同種の極性に磁化されるべき磁性体突極グループ毎に一括して磁
化する励磁部とを有し，表面磁極部と電機子とは軸を中心に相対的に回転可能である回転
電機装置の磁束量制御方法であって，励磁部は界磁磁石及び界磁磁石の磁化を変更する励
磁コイルを有し，前記界磁磁石のＮ極或いはＳ極の何れか一方の磁極から流れる磁束が磁
性体突極及び電機子を介して界磁磁石の他方の磁極に環流する主磁路と，励磁コイルを流
れる電流により生起された磁束が界磁磁石を含んで主として励磁部内で環流する励磁磁路
とを界磁磁石に並列に接続し，励磁コイルに磁化電流を供給して界磁磁石の磁化状態を不
可逆的に変えて電機子を流れる磁束量を制御する磁束量制御方法
【請求項２１】
請求項２０記載の磁束量制御方法に於いて，界磁磁石は磁化の容易さが異なる磁石要素を
並列に接続して構成する磁束量制御方法
【請求項２２】
請求項２０記載の磁束量制御方法に於いて，界磁磁石の磁化状態を変更しない程度の磁束
調整電流を励磁コイルに供給し，生起された磁束を界磁磁石からの磁束に重畳して電機子
を流れる磁束量を調整する磁束量制御方法
【請求項２３】
請求項２０記載の磁束量制御方法に於いて，界磁磁石を磁化変更に必要な磁界強度が互い
に異なる第一界磁磁石及び第二界磁磁石の並列接続で構成し，励磁コイルは第一界磁磁石
及び第二界磁磁石が直列となる閉磁路に磁束を発生させる磁束量制御方法
【請求項２４】
請求項２０記載の磁束量制御方法に於いて，界磁磁石から磁性体突極に至る磁路は渦電流
損を大として交流磁束が通り難い構成を有する磁束量制御方法
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は，永久磁石界磁を持つ発電機，電動機を含む回転電機システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　永久磁石界磁と電機子との相対的回転によって電磁的に生ずる電力を取り出す発電機，
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或いは電機子に供給する電流によって生ずる磁界と永久磁石界磁との相互作用により永久
磁石界磁と電機子との相対的回転を生ずる電動機等の回転電機装置はエネルギー効率に優
れ，永久磁石の技術的進歩に伴い日常的に広く使われている。しかしそのような回転電機
は、界磁磁石からの磁束が一定であるので電動機として用いられるにしても発電機として
用いられるにしても広い回転速度範囲で常に最適の出力が得られる訳ではない。
【０００３】
　すなわち，電動機の場合は高速回転域では逆起電力（発電電圧）が高すぎる結果となっ
て制御が困難となり，弱め界磁制御として界磁強度を弱める種々の手段が提案されている
。また発電機の場合，広い回転速度範囲に於いて発電電圧を所定のレベルとする為に専ら
界磁電流制御による定電圧発電機或いは半導体による発電電圧の定電圧化回路が用いられ
ている。
【０００４】
　電動機では進み位相電流による弱め界磁制御が広く採用されているが，回転に直接寄与
しない電流を流す為にエネルギー損失を大とする。永久磁石励磁に制御用電流励磁を併用
する場合は回転電機の構造を複雑にし，その上にエネルギー損失を伴う。このような環境
下で磁石励磁のエネルギー効率の高さを犠牲にすることなく，界磁制御を可能として広い
回転速度範囲で使用可能とする為に機械的な偏倚により界磁制御を行う回転電機の試みが
ある（例えば特許第４１５０７６５号，特許第４１５０７７９号）。これは界磁条件を機
械的な偏倚として保持できるので界磁制御に伴うエネルギー損失を最小限に留めて高エネ
ルギー効率の回転電機を実現出来る。
【０００５】
　さらに界磁条件を保存して間歇的に界磁強度を変える事でエネルギー損失を最小限に留
める他の界磁制御方法は回転電機の運転中に界磁磁石の磁化状態を不可逆的に変更するこ
とであり，特開平７－３３６９８０，米国特許６８００９７７，特開２００５－３０４２
０４，特開２００６－２８０１９５，特開２００８－０４８５１４，特開２００８－１２
５２０１等の技術提案がある。特開平７－３３６９８０，米国特許６８００９７７，特開
２００５－３０４２０４，特開２００６－２８０１９５，特開２００８－０４８５１４は
電機子と対向する磁極内に配置した界磁磁石の磁化状態を電機子コイルにより変更しよう
とし，米国特許６８００９７７，特開２００８－１２５２０１は界磁磁石個々に配置した
励磁コイルを有して磁化状態を変更しようとし，さらに特開２００８－２８９３００は電
機子側に配置した励磁コイルにより回転子内の界磁磁石の磁化状態を変更しようとする。
【０００６】
　しかしながら，特開２００５－３０４２０４，特開２００６－２８０１９５，特開２０
０８－０４８５１４，特開２００８－１２５２０１等では電機子コイル或いは励磁コイル
による磁束を界磁磁石に集中させる構成の記述は無く，磁化変更の確実性は期待できない
。界磁磁石を電機子に対向する磁極部に配置するので界磁磁石に加える磁界強度は通常の
運転中と界磁磁石の磁化変更時とで十分な余裕を持って分離設定される必要があり，電子
回路への負担を大にし，さらに界磁磁石周辺の磁性体選定を困難にしている。通常の運転
中或いは障害発生時に電機子コイルが発生する磁界に対して界磁磁石の磁化状態保全が不
十分となり，回転電機システムの安定性及び安全性が脅かされる重大な懸念がある。
【０００７】
　また，特開２００８－２８９３００に於いて，励磁コイルにより発生させられる磁束は
電機子コイルに高い誘起電圧を発生させて電子回路への負担を大とし，回転子から磁束は
常に漏れているので無負荷で連れ回り回転する場合に電機子に鉄損発生は避けられない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平７－３３６９８０「ブラシレスＤＣモータ」
【特許文献２】米国特許６８００９７７「Field control in permanent magnet machine
」
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【特許文献３】特開２００５－３０４２０４「 永久磁石型同期モータおよび駆動装置」
【特許文献４】特開２００６－２８０１９５「永久磁石式回転電機」
【特許文献５】特開２００８－０４８５１４「永久磁石式回転電機の回転子」
【特許文献６】特開２００８－１２５２０１「可変磁束モータドライブシステム」
【特許文献７】特開２００８－２８９３００「永久磁石式回転電機」
【特許文献８】特許第４１５０７６５号「磁束分流制御回転電機システム」
【特許文献９】特許第４１５０７７９号「磁束分流制御回転電機システム」
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　したがって，本発明が解決しようとする課題は，界磁磁石の磁化を安定的に保持しなが
ら界磁磁石の磁化状態を変える事が出来る回転電機システム，磁束量制御方法を提供する
事である。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　請求項１の発明による回転電機システムは，電機子コイルを有する電機子と，電機子と
対向して周方向に配置された複数の磁性体突極を有する表面磁極部と，同種の極性に磁化
されるべき磁性体突極グループ毎に一括して磁化する励磁部とを有し，表面磁極部と電機
子とは軸を中心に相対的に回転可能である回転電機装置であって，励磁部は界磁磁石及び
界磁磁石の磁化を変更する励磁コイルを有し，前記界磁磁石のＮ極或いはＳ極の何れか一
方の磁極から流れる磁束が磁性体突極及び電機子を介して界磁磁石の他方の磁極に環流す
る主磁路と，前記界磁磁石の一方の磁極から出た磁束が主として励磁部内で界磁磁石の他
方の磁極に環流する励磁磁路とが並列に界磁磁石に接続され，励磁コイルは励磁磁路に加
えて界磁磁石を含む磁路に磁束を誘起するよう配置され，回転電機装置の出力を最適化す
るように前記出力に応じて励磁コイルに磁化電流を供給して界磁磁石の磁化状態を不可逆
的に変え，電機子に流れる磁束量が制御される事を特徴とする。
【００１１】
　同種の極性に磁化されるべき磁性体突極グループ毎に一括して磁化する励磁部を有し，
励磁部は界磁磁石及び界磁磁石を磁化する励磁コイルを有し，回転電機の運転中或いは静
止時に界磁磁石の磁化状態を不可逆的に変えて電機子に流れる磁束量を変更する。励磁部
は回転子に配置された表面磁極部と磁気的な結合部を有して静止側に配置，或いは回転子
内に配置，或いは更に回転子側及び静止側に分割配置等の柔軟な構成が可能である。電機
子を流れる磁束量を変更する時のみ励磁コイルに磁化電流を供給するのでエネルギー効率
の高い回転電機システムである。
【００１２】
　界磁磁石に励磁磁路及び主磁路を並列に接続し，励磁コイルは励磁磁路と界磁磁石とで
構成する閉磁路に配置され，界磁磁石の着磁変更に際して電機子コイルへの影響を軽減で
きる構成としている。また，励磁部は電機子と対向する磁性体突極より離れ，十分なスペ
ースを有する位置に配置されるので，励磁磁路は交流磁束が流れやすく構成され，界磁磁
石の構成及び界磁磁石の磁化変更に最適な磁路構成を実現できる。すなわち，励磁コイル
が誘起する磁束は界磁磁石に集中されて界磁磁石の磁化状態は確実に変更される。
【００１３】
　界磁磁石には単独の磁石或いは磁化容易さの異なる磁石要素が並列に接続されて磁性体
突極及び電機子を含む主磁路に磁束を供給する。更に具体的に界磁磁石は主磁路と繋がる
断面内で抗磁力が異なるよう傾斜的に含有成分が変えられて構成され，或いは長さの異な
る磁石素材を並列に接続して構成される。励磁コイルによって界磁磁石に加えられる磁気
ポテンシャル差（起磁力）を前記磁石素材の長さで除した値に相当する磁界強度が抗磁力
より大である磁石要素の磁化が選択的に変えられ，主磁路を流れる磁束量が変えられる。
【００１４】
　本発明に於いて，磁性体突極から電機子側に流れる磁束量制御を容易とするよう磁性体
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突極とは軟磁性体で構成された磁極を指す。電機子と対向する表面磁極部の構成には磁性
体突極と磁気空隙部が周方向に交互に並ぶ磁極構成，磁性体突極と略周方向磁化を有する
永久磁石が交互に並ぶ磁極構成，さらに磁性体側面に永久磁石板を配置した集合永久磁石
と磁性体突極とが周方向に交互に並ぶ磁極構成等，種々存在するが，本発明はそれら何れ
の磁極構成を有する回転電機にも適用できる。
【００１５】
　また，回転電機には表面磁極部が回転し電機子が静止する構造及びその逆の構造，さら
に円筒状の電機子と表面磁極部が径方向に空隙を介して対向する構造，或いは略円盤状の
電機子と表面磁極部が軸方向に空隙を介して対向する構造等のいずれの構造も存在する。
本発明は永久磁石励磁の界磁部を持つ上記何れの構造の回転電機システムにも適用される
。
【００１６】
　また，回転電機は電機子コイルへの電流を入力として回転力を出力とすれば電動機であ
り，回転力を入力として電機子コイルから電流を出力すれば発電機である。電動機或いは
発電機に於いて最適の磁極構成は存在するが，可逆的であり，上記の回転電機システムは
電動機，発電機の何れにも適用される。
【００１７】
　請求項２の発明は，請求項１記載の回転電機システムに於いて，磁性体間に磁化方向長
さと抗磁力の積が異なる磁石要素が並列に接続されて界磁磁石が構成されていることを特
徴とする。界磁磁石は磁化容易さの異なる一以上の磁石要素が並列に接続される構成，或
いは断面内で磁化容易さ，すなわち，磁化方向長さと抗磁力の積が連続的に変わる磁石で
あって，励磁コイルによる起磁力はほぼ均等に界磁磁石を構成する磁石要素に加えられ，
起磁力を磁化方向長さで除した値が各磁石要素に加わる磁界強度となるので磁化方向長さ
と抗磁力の積の小さな磁石要素が磁化されやすく，励磁コイルに加えられる電流により並
列接続された磁石要素の磁化状態は選択的に制御される。
【００１８】
　請求項３の発明は，請求項１記載の回転電機システムに於いて，励磁コイルに供給され
る磁化電流による磁界の磁界強度が抗磁力より大とされる界磁磁石の磁石要素が磁化電流
の極性により定められた方向に選択的に磁化されることを特徴とする。界磁磁石は磁化の
容易さが異なる磁石要素が並列に接続されているので励磁コイルに供給する磁化電流振幅
により磁化する領域を限定でき，磁化電流の極性により磁化の方向を変える事が出来る。
界磁磁石内には消磁状態及び互いに逆方向の磁化が存在し得るが，それぞれの磁化の磁極
表面積に比例した磁束が発生されるので前記磁極表面積の差に比例した磁束が界磁磁石か
ら流れる。
【００１９】
　請求項４の発明は，請求項１記載の回転電機システムに於いて，界磁磁石は磁性体突極
を予め定めた方向に磁化する第一磁化の磁石要素，第一磁化と逆方向の磁化である第二磁
化の磁石要素を有している事を特徴とする。界磁磁石は互いに逆方向に磁化された要素を
有し，磁性体突極を予め定めた方向に磁化する界磁磁石内の磁化を第一磁化とする。磁性
体突極間に略周方向磁化を持つ永久磁石或いは集合磁石を配置する場合には永久磁石或い
は集合磁石が磁性体突極を磁化する極性と同じに磁化する界磁磁石内の要素を第一磁化と
設定する。
【００２０】
　請求項５の発明は，請求項１記載の回転電機システムに於いて，表面磁極部は周方向に
隣接する磁性体突極を互いに異極に磁化する永久磁石を有し，界磁磁石の第一磁化と永久
磁石とが磁性体突極を同種の極性に磁化するよう永久磁石の磁化方向が設定され，界磁磁
石全体が第一磁化とされて電機子を流れる磁束量が最大にされ，電機子内に於いて前記永
久磁石からの磁束と界磁磁石からの磁束とが相殺されるように界磁磁石は第二磁化の磁極
面積が第一磁化の磁極面積より大とされて電機子を流れる磁束量を最小であるゼロとする
よう構成されている事を特徴とする。
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【００２１】
　本発明では界磁磁石の磁化状態を変えて電機子を流れる磁束量をゼロから最大値まで制
御できる。更に表面磁極部の磁性体突極間に永久磁石を有して磁性体突極に磁束を供給す
る構成の回転電機に於いても電機子を流れる磁束量をゼロから最大値まで制御できる。す
なわち，前記永久磁石の磁束を励磁部側に引き込む方向に界磁磁石を磁化して電機子側に
流れる磁束量をゼロにする。これが電機子側に流れる磁束量の最小値である。前記永久磁
石からの電機子に流入する磁束に加算されるように界磁磁石を最大限に磁化した場合が電
機子側に流れる磁束量を最大値とする。このように磁性体突極間に永久磁石が配置される
回転電機でも界磁磁石の磁化方向及び磁化領域を制御して電機子側に流れる磁束量を自由
に制御できる。
【００２２】
　請求項６の発明は，請求項１記載の回転電機システムに於いて，界磁磁石は磁化容易さ
が互いに異なる第一界磁磁石及び第二界磁磁石の並列接続で構成され，励磁コイルは第一
界磁磁石及び第二界磁磁石が直列となる閉磁路に磁束を発生させ，第一界磁磁石及び第二
界磁磁石は互いに他を励磁磁路の一部とするよう配置されていることを特徴とする。並列
接続された第一界磁磁石及び第二界磁磁石は同時に直列接続として閉磁路を構成している
。励磁コイルはその閉磁路に磁束を発生させるよう配置されるので第一界磁磁石及び第二
界磁磁石は常に逆方向に励磁される。したがって，第一界磁磁石，第二界磁磁石の何れか
磁化変更容易な界磁磁石の磁化方向をさらに反転させて界磁磁石全体の磁束量を調整する
場合がある。
【００２３】
　請求項７の発明は，請求項６記載の回転電機システムに於いて，磁化容易さが互いに異
なる第一界磁磁石及び第二界磁磁石は磁化変更に必要な磁界強度が互いに異なる磁石によ
りそれぞれ構成されることを特徴とする。励磁コイルに磁化電流が供給された場合，直列
に接続された各磁石内の磁界強度はほぼ等しいので第一界磁磁石及び第二界磁磁石それぞ
れで磁化反転に必要な磁界強度が異なるよう構成して界磁磁石の磁化状態を独立に制御す
る。磁化反転に必要な磁界強度を異ならせるには磁石素材の種類を変える，或いは同種の
素材に於いて構成元素の組成比を変える等の手段で実現出来る。さらにそれぞれの界磁磁
石を磁化容易さの異なる磁石の並列接続とする構成も可能である。
【００２４】
　請求項８の発明は，請求項１記載の回転電機システムに於いて，可動磁性体片を偏倚さ
せて界磁磁石，主磁路，励磁磁路間の接続状態を変える磁路スイッチを有し，通常の運転
中に界磁磁石は主磁路に接続されて励磁磁路は切り離され，励磁コイルにより界磁磁石の
磁化状態を変更する際に界磁磁石は主磁路から切り離されて励磁磁路と接続されることを
特徴とする。磁路スイッチは可動磁性体片を偏倚させて磁路の接続状態を変える構成とし
て界磁磁石と主磁路或いは励磁磁路との接続を二者択一的に切り替え，励磁コイルに供給
される磁化電流が電機子コイルに及ぼす影響を小とする。
【００２５】
　主磁路と励磁磁路の磁気抵抗に差があると，可動磁性体片には磁気抵抗が小さい側へ偏
倚させる磁気力が働いて可動磁性体片による接続変更は妨げられる。前記磁気力を抑制す
るには主磁路と励磁磁路の磁気抵抗をほぼ等しく設定する。さらに磁路スイッチにより励
磁磁路を界磁磁石に接続する際には励磁磁路の磁気抵抗を実効的に小とし，励磁磁路を界
磁磁石から切断する際には励磁磁路の磁気抵抗を実効的に大として可動磁性体片の偏倚を
妨げる磁気力を小にする，或いは磁気力の方向を前記偏倚をアシストする方向とする事が
出来る。
【００２６】
　請求項９の発明は，請求項１記載の回転電機システムに於いて，可動磁性体片を偏倚さ
せて励磁磁路の構成を変える磁路スイッチを有し，通常の運転中に励磁磁路の磁気抵抗は
大となるよう励磁磁路中の磁気的な間隙が大とされ，励磁コイルにより界磁磁石の磁化状
態を変更する際に励磁磁路の磁気抵抗が小となるよう励磁磁路中の磁気的な間隙が小とさ
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れることを特徴とする。界磁磁石の磁化状態を変更する際に励磁磁路の磁気抵抗を小とし
て界磁磁石の磁化状態変更を容易にする。
【００２７】
　請求項１０の発明は，請求項１記載の回転電機システムに於いて，主磁路の磁気抵抗よ
り励磁磁路の磁気抵抗が大に設定されていることを特徴とする。主磁路の磁気抵抗は磁性
体突極と磁性体歯との相対位置により変動するが，本発明で主磁路の磁気抵抗は磁性体突
極と磁性体歯間の各相対位置に関して平均化された値としている。界磁磁石からの磁束は
主磁路及び励磁磁路に供給されるが，励磁磁路側の磁気抵抗を大として主磁路に多くの磁
束が分流される構成とする。励磁磁路内に磁路の狭隘部分或いは磁気的な空隙からなる磁
気抵抗調整部分を有して磁気抵抗を設定する。
【００２８】
　請求項１１の発明は，請求項１記載の回転電機システムに於いて，界磁磁石から磁性体
突極に至る磁路は界磁磁石に接する磁性体より渦電流損を大とする構成を有して交流磁束
が通り難いよう構成される事を特徴とする。励磁磁路は交流磁束が流れやすい構成として
界磁磁石の着磁変更を容易にさせる一方で磁性体突極を含む表面磁極部と励磁磁路との間
は渦電流損を生じやすい構成として交流磁束が通り難くする。界磁磁石を励磁する際に誘
起される磁束パルスが磁性体突極に到達し難い構成として電機子コイル周辺の電子回路に
及ぼす不具合を軽減させる。
【００２９】
　交流磁束を通り難くする構成は，渦電流損を大とする比抵抗の小さい軟鉄ブロックを有
する構成，磁性体表面を導電性の良い材料で被覆した構成，磁性体表面を導体板で周回し
た構成，界磁磁石から磁性体突極に至る磁路を構成するバルク状磁性体表面に磁束の流れ
る方向とほぼ直交する凹凸を形成した構成等が有効である。渦電流が流れる磁性体に於い
て交流磁束は磁性体表面に集中して伝搬する特性を利用し，交流磁束の磁路長を実効的に
長くして交流磁束を通り難くする。凹凸の振幅及び四分の一の周期を交流磁束の表皮深さ
以上に設定すると効果が大きい。
【００３０】
　請求項１２の発明は，請求項１記載の回転電機システムに於いて，励磁コイルには界磁
磁石の磁化状態変更の為の磁化電流を供給する回路に加えて磁束調整回路が接続され，磁
束調整回路は界磁磁石に不可逆的な磁化変化を生ぜしめない程度の磁束調整電流を励磁コ
イルに供給し，誘起された磁束を界磁磁石からの磁束に重畳して電機子を流れる磁束量を
調整する事を特徴とする。
【００３１】
　界磁磁石からの磁束に励磁電流による磁束を重畳させて磁束量を制御する複合励磁であ
る。界磁磁石の磁化変更は離散的に為される場合があり，また磁化の大きさを連続的に変
更が可能であっても，界磁磁石の磁化変更は殆どの場合は間歇的に実施され，結果として
電機子を流れる磁束量は離散的に制御される事が多い。本発明では界磁磁石の各磁化状態
に於いて界磁磁石に不可逆的な磁化変化を生ぜしめない程度の磁束調整電流を励磁コイル
に供給して磁束を発生させ，界磁磁石からの磁束に重畳させて電機子を流れる磁束量を精
密に制御する。
【００３２】
　請求項１３の発明は，請求項１記載の回転電機システムに於いて，回転子側に配置され
た表面磁極部が電機子と径方向に対向して配置され，隣接する磁性体突極は互いに軸と平
行の異なる方向に延伸されて延長部分は延長方向により第一延長部，第二延長部とされ，
励磁部は回転子内に配置され，第一延長部，第二延長部を介して隣接する磁性体突極が互
いに異極に磁化するよう構成される事を特徴とする。励磁コイル及び界磁磁石は回転子内
に配置し，励磁コイルはスリップリングを介して外部の制御部と結合させる。回転子内の
スペースを有効に利用でき，界磁磁石から磁性体突極への磁路の長さを短くできる利点が
ある。表面磁極部が電機子とが軸方向に対向する場合には上記趣旨に沿って第一延長部，
第二延長部は径方向に磁性体突極を延長させる。
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【００３３】
　請求項１４の発明は，請求項１記載の回転電機システムに於いて，回転子側に配置され
た表面磁極部が電機子と径方向に対向して配置され，電機子はさらに磁気ヨークを有し，
隣接する磁性体突極は互いに軸と平行の異なる方向に延伸されて延長部分は延長方向によ
り第一延長部，第二延長部とされ，回転子両端の静止側に配置された二つの励磁部は第一
延長部と磁気ヨーク間，第二延長部と磁気ヨーク間にそれぞれ磁束を供給し，隣接する磁
性体突極が互いに異極に磁化すよう構成される事を特徴とする。励磁部が静止側に配置さ
れるのでブラシは不要であり，回転子はシンプルに構成される。
【００３４】
　請求項１５の発明は，請求項１記載の回転電機システムに於いて，回転子側に配置され
た表面磁極部が電機子と径方向に対向して配置され，隣接する磁性体突極は互いに軸と平
行の一方向，内径方向にそれぞれ延伸されて延長部分は延長方向により第一延長部，第二
延長部とされ，回転子端の静止側に配置された励磁部は第一延長部と第二延長部間に磁束
を供給し，隣接する磁性体突極が互いに異極に磁化するよう構成される事を特徴とする。
励磁部が静止側に配置されるのでブラシは不要であり，回転子はシンプルに構成される。
【００３５】
　請求項１６の発明は，請求項１記載の回転電機システムに於いて，回転子側に配置され
た表面磁極部が電機子と径方向に対向して電機子の外周側に配置され，隣接する磁性体突
極は互いに軸と平行の異なる方向に延伸されて延長部分は延長方向により第一延長部，第
二延長部とされ，励磁部は電機子の内周領域に配置され，第一延長部，第二延長部に微小
間隙を介して磁気的に結合され，隣接する磁性体突極が互いに異極に磁化するよう構成さ
れる事を特徴とする。第一延長部，第二延長部はそれぞれ内径方向への延長部を以て励磁
部と磁気的に結合する構成とする。回転電機の主要部を磁気的にも物理的にもシールド容
易な構成としてインホイールモータに適する構成である。
【００３６】
　請求項１７の発明は，請求項１から請求項１６記載の何れかの回転電機システムに於い
て，さらに制御装置を有し，回転力を入力とし，発電電力を出力とする回転電機システム
であって，電機子コイルに誘起される発電電圧が所定の値より大の時は制御装置により界
磁磁石内の第一磁化の磁極面積を減じるよう界磁磁石を磁化する極性の磁化電流が励磁コ
イルに供給されて第一磁化の磁極面積を減じて電機子を流れる磁束量が小とされ，電機子
コイルに誘起される発電電圧が所定の値より小の時は制御装置により界磁磁石内の第一磁
化の磁極面積を増すよう界磁磁石を磁化する極性の磁化電流が励磁コイルに供給されて第
一磁化の磁極面積を増して電機子を流れる磁束量が大とされ，発電電圧が所定の値に制御
される事を特徴とする回転電機システムである。
【００３７】
　界磁磁石内には磁性体突極を予め定めた方向に磁化する第一磁化，第一磁化と逆方向の
磁化或いは消磁状態が存在する。磁化状態を変更して第一磁化に属する磁極面積を増せば
，第一磁化以外の領域の磁極面積は減少する関係にある。
【００３８】
　請求項１８の発明は，請求項１から請求項１６記載の何れかの回転電機システムに於い
て，さらに制御装置を有し，電機子コイルへの供給電流を入力とし，回転力を出力とする
回転電機システムであって，回転速度が所定の値より大で電機子を流れる磁束量を減少さ
せる時には制御装置により界磁磁石内の第一磁化の磁極面積を減じるよう界磁磁石を磁化
する極性の磁化電流が励磁コイルに供給されて第一磁化の磁極面積を減じて電機子を流れ
る磁束量が小とされ，回転速度が所定の値より小で電機子を流れる磁束量を増大させる時
には制御装置により界磁磁石内の第一磁化の磁極面積を増すよう界磁磁石を磁化する極性
の磁化電流が励磁コイルに供給されて第一磁化の磁極面積を増して電機子を流れる磁束量
が大とされ，回転力が最適に制御される事を特徴とする回転電機システムである。駆動電
流の進み位相制御を併用する場合には，電機子を流れる磁束量変更に際して界磁磁石の磁
化状態を変更する他に駆動電流の進み位相制御を行う事も出来る。
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【００３９】
　請求項１９の発明は，請求項１から請求項１６記載の何れかの回転電機システムに於い
て，さらに制御装置を有し，電機子コイルへの供給電流を入力とし，回転力を出力とする
回転電機システムであって，回転速度を減少させる場合には制御装置により界磁磁石内の
第一磁化の磁極面積を増すよう界磁磁石を磁化する極性の磁化電流が励磁コイルに供給さ
れて第一磁化の磁極面積を増して電機子を流れる磁束量が大とされ，回転エネルギーが発
電電力として取り出される事を特徴とする回転電機システムである。
【００４０】
　請求項２０の発明は，電機子コイルを有する電機子と，電機子と対向して周方向に配置
された複数の磁性体突極を有する表面磁極部と，同種の極性に磁化されるべき磁性体突極
グループ毎に一括して磁化する励磁部とを有し，表面磁極部と電機子とは軸を中心に相対
的に回転可能である回転電機装置の磁束量制御方法であって，励磁部は界磁磁石及び界磁
磁石の磁化を変更する励磁コイルを有し，前記界磁磁石のＮ極或いはＳ極の何れか一方の
磁極から流れる磁束が磁性体突極及び電機子を介して界磁磁石の他方の磁極に環流する主
磁路と，励磁コイルを流れる電流により生起された磁束が界磁磁石を含んで主として励磁
部内で環流する励磁磁路とを界磁磁石に並列に接続し，励磁コイルに磁化電流を供給して
界磁磁石の磁化状態を不可逆的に変えて電機子を流れる磁束量を制御する磁束量制御方法
である。
【００４１】
　同種の極性に磁化されるべき磁性体突極グループ毎に一括して磁化する励磁部を有し，
励磁部内には界磁磁石及び界磁磁石を磁化する励磁コイルとを有し，回転電機の運転中或
いは静止時に界磁磁石の磁化状態を変え電機子に流れる磁束量を変更する。励磁コイルが
発生させる磁束が流れる励磁磁路を界磁磁石に並列に接続し，界磁磁石の着磁変更に際し
て電機子コイルへの影響を軽減できる構成とすると共に電機子コイルが発生する駆動磁束
の影響が界磁磁石に及び難い構成としている。
【００４２】
　界磁磁石には単独の磁石或いは磁化容易さの異なる磁石要素が並列に接続された構成と
して磁化する磁石要素の領域を制御して電機子を含む主磁路に供給する磁束量を制御する
事が出来る。励磁コイルに供給する磁化電流を変えて界磁磁石を部分的に磁化し，或いは
消磁する事により界磁磁石が主磁路の供給する磁束量を変える。
【００４３】
　請求項２１の発明は，請求項２０記載の磁束量制御方法に於いて，界磁磁石は磁化の容
易さが異なる磁石要素を並列に接続して構成する磁束量制御方法である。磁化の容易さが
異なる磁石要素を並列に接続された界磁磁石は，磁化方向長さと抗磁力の積が異なる一以
上の磁石が並列に接続された構成，磁化方向長さが徐々に変わる磁石，傾斜的に含有成分
が異なって抗磁力が異なる磁石として構成される。
【００４４】
　請求項２２の発明は，請求項２０記載の磁束量制御方法に於いて，界磁磁石の磁化状態
を変更しない程度の磁束調整電流を励磁コイルに供給し，生起された磁束を界磁磁石から
の磁束に重畳して電機子を流れる磁束量を調整する磁束量制御方法である。界磁磁石の磁
化変更は離散的に為される場合があり，また磁化の大きさを連続的に変更が可能であって
も，界磁磁石の磁化変更は殆どの場合は間歇的に実施され，結果として電機子を流れる磁
束量は離散的に制御される事が多い。本発明では界磁磁石の各磁化状態に於いて界磁磁石
に不可逆的な磁化変化を生ぜしめない程度の磁束調整電流を励磁コイルに供給して磁束を
発生させ，界磁磁石からの磁束に重畳させて電機子を流れる磁束量を精密に制御する。
【００４５】
　請求項２３の発明は，請求項２０記載の磁束量制御方法に於いて，界磁磁石を磁化変更
に必要な磁界強度が互いに異なる第一界磁磁石及び第二界磁磁石の並列接続で構成し，励
磁コイルは第一界磁磁石及び第二界磁磁石が直列となる閉磁路に磁束を発生させる磁束量
制御方法である。第一界磁磁石及び第二界磁磁石の磁極面積が等しい場合，直列に接続さ
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れた各磁石内の磁界強度はほぼ等しいので第一界磁磁石及び第二界磁磁石それぞれで磁化
反転に必要な磁界強度が異なるよう構成して界磁磁石の磁化状態を独立に制御する事を可
能にする。磁化反転に必要な磁界強度を異ならせるには磁石素材の種類を変える，或いは
同種の素材に於いて構成元素の組成比を変える等の手段で実現出来る。それぞれの界磁磁
石を更に磁化容易さの異なる磁石の並列接続とする構成も可能である。
【００４６】
　請求項２４の発明は，請求項２０記載の磁束量制御方法に於いて，界磁磁石から磁性体
突極に至る磁路は渦電流損を大として交流磁束が通り難い構成を有する磁束量制御方法で
ある。界磁磁石を励磁する際に誘起される磁束パルスが磁性体突極に到達し難い構成とし
て電機子コイル周辺の電子回路に及ぼす不具合を軽減させる。交流磁束が通り難い構成に
は種々の方法があり，比抵抗の小さい軟鉄ブロックで渦電流損を大にする，或いは磁性体
表面を導電性の良い材料で被覆する，磁路の表面に磁束の流れる方向と略直交する凹凸を
形成した構成等が有効である。
【発明の効果】
【００４７】
　界磁磁石及び界磁磁石を磁化する励磁コイルを含む励磁部を回転子内或いは静止側に配
置する構成として，界磁磁石の磁化状態を変えて電機子を流れる磁束量を制御する。磁化
状態を変える時のみ励磁コイルに磁化電流を供給するので高エネルギー効率で出力を最適
に制御する回転電機システムを実現出来る。また，励磁部を電機子から離れた位置に配置
できるので低保持力の界磁磁石としても電機子コイルの影響を回避出来，界磁磁石を磁化
する磁気回路，界磁磁石の形状寸法等を最適に出来て確実に界磁磁石の磁化状態を制御で
きる。
【図面の簡単な説明】
【００４８】
【図１】第一の実施例による回転電機の縦断面図である。
【図２】図１に示された回転電機の電機子と回転子とを示す断面図である。
【図３】図１に示された回転電機の回転子構成と励磁部を示す分解斜視図である。
【図４】図１に示された回転電機の励磁部を回転子側から見た平面図である。
【図５】図１に示された回転電機の励磁部を右側から見た平面図である。
【図６】励磁コイルに供給する電流波形の例を示す図である。
【図７】磁束量制御を行う回転電機システムのブロック図である。
【図８】第二の実施例による回転電機の縦断面図である。
【図９】第三の実施例による回転電機の縦断面図である。
【図１０】図９に示された回転電機の電機子と回転子とを示す断面図である。
【図１１】図９に示された回転電機の回転子構成を示す分解斜視図である。
【図１２】図９に示された回転電機の回転子の拡大された縦断面図である。
【図１３】図９に示された回転電機の励磁部の縦断面図である。
【図１４】磁束量制御を行う回転電機システムのブロック図である。
【図１５】第四の実施例による回転電機の縦断面図である。
【図１６】図１５に示された回転電機の電機子と回転子とを示す断面図である。
【図１７】第五の実施例による回転電機の縦断面図である。
【図１８】図１７に示された回転電機の電機子と回転子とを示す断面図である。
【図１９】図１７に示された回転電機の回転子構成と励磁部を示す分解斜視図である。
【図２０】図１７に示された回転電機の励磁部の拡大された縦断面図である。
【図２１】第六の実施例による回転電機の縦断面図である。
【図２２】図２１に示された回転電機の電機子と回転子とを示す断面図である。
【図２３】図２１に示された回転電機の励磁部の拡大された縦断面図である。
【図２４】第七の実施例による回転電機の縦断面図である。
【図２５】（ａ）は図２４に示された回転電機の第一表面磁極部を電機子側から見た平面
図であり，（ｂ）は図２４に示された回転電機の電機子を第一表面磁極部側から見た平面
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図であり，（ｃ）は図２４に示された回転電機の第二表面磁極部を電機子側から見た平面
図である。
【図２６】図２４に示された回転電機の第一表面磁極部，電機子，第二表面磁極部の周方
向磁極構成及び磁束の流れを示す。
【図２７】図２４に示された回転電機の第一表面磁極部，電機子，第二表面磁極部の周方
向磁極構成及び磁束の流れを示す。
【図２８】図２４に示された回転電機の励磁部の縦断面図である。
【図２９】第八の実施例による回転電機の縦断面図である。
【図３０】図２９に示された回転電機の電機子と回転子とを示す断面図である。
【図３１】図２９に示された回転電機の回転子構成を示す分解斜視図である。
【図３２】図２９に示された回転電機の励磁部の縦断面図である。
【図３３】第九の実施例による回転電機の縦断面図である。
【図３４】図３３に示された回転電機の電機子と回転子とを示す断面図である。
【図３５】第十の実施例による回転電機システムのブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００４９】
　以下に本発明による回転電機システムについて，その実施例及び原理作用等を図面を参
照しながら説明する。
【実施例１】
【００５０】
　本発明による回転電機システムの第一実施例を図１から図７までを用いて説明する。第
一実施例は，ラジアルギャップ構造の回転電機システムであり，励磁部は回転子の一方の
端部に隣接するハウジング側に配置されている。図１は回転電機の縦断面図，図２は電機
子と回転子とを示す断面図，図３は回転子構成と励磁部の配置を示す分解斜視図，図４は
励磁部を回転子側から見た平面図，図５は励磁部を軸方向の右側から見た平面図，図６は
励磁コイルに供給する電流波形例を示す図，図７は磁束量制御を行う回転電機システムの
ブロック図である。
【００５１】
　図１はラジアルギャップ構造の回転電機に本発明を適用した実施例を示し，回転軸１１
がベアリング１３を介してハウジング１２に回動可能に支持されている。電機子はハウジ
ング１２に固定された円筒状磁気ヨーク１５と，磁性体歯１４と，電機子コイル１６とを
有している。回転子の磁極部は磁性体突極と磁気空隙部とが周方向に交互に並ぶ表面磁極
部１７，隣り合う磁性体突極を交互に内径方向及び軸と平行の右方向へ延長させた第一延
長部１８，第二延長部１９とを有している。回転子右側のハウジング側に励磁部が配置さ
れて第一延長部１８，第二延長部１９と空隙を介して対向し，第一延長部１８，第二延長
部１９に磁束を一括して供給し，隣り合う磁性体突極を互いに異極に磁化している。
【００５２】
　同図に於いて，励磁部の主要部は内側磁極１ｂ，外側磁極１ｄ，円環状磁極１ｃ，界磁
磁石１ｊ，励磁磁極１ｆ，励磁コイル１ｇ，可動磁極１ｈ，間隙１ｎから構成されている
。界磁磁石１ｊ内の矢印は磁化方向を示している。可動磁極１ｈは周方向に摺動可能とし
てアクチュエータ１ｍに制御棒１ｋを介して接続されている。番号１ｅ及び番号１ａは非
磁性体部，番号１ｐは回転子に固定された冷却ファンをそれぞれ示している。
【００５３】
　図２は図１のＡ－Ａ’に沿う電機子及び回転子の断面図を示し，相互の関係を説明する
為に構成部分の一部に番号を付して示している。電機子はハウジング１２に固定された円
筒状磁気ヨーク１５と，円筒状磁気ヨーク１５から径方向に延び，周方向に磁気空隙を有
する複数の磁性体歯１４と，磁性体歯１４に巻回された電機子コイル１６とから構成され
ている。本実施例では９個の電機子コイル１６を有し，それらは三相に結線されている。
電機子の磁性体歯１４先端には径方向に短い可飽和磁性体結合部２７を隣接する磁性体歯
１４先端部間に設けてある。磁性体歯１４及び可飽和磁性体結合部２７はケイ素鋼板を型
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で打ち抜いて積層され，電機子コイル１６を巻回された後，円筒状磁気ヨーク１５と組み
合わせて電機子とされている。
【００５４】
　可飽和磁性体結合部２７は隣接する磁性体歯１４同士を機械的に連結させて磁性体歯１
４の支持強度を向上させ，磁性体歯１４の不要な振動を抑制させる。可飽和磁性体結合部
２７の径方向の長さは短く設定して容易に磁気的に飽和する形状としたので電機子コイル
１６が発生させる磁束或いは界磁磁石からの磁束によって容易に飽和し，その場合に電機
子コイル１６が発生させる磁束及び磁束の短絡を僅かな量とする。電機子コイル１６に電
流が供給されると，時間と共に可飽和磁性体結合部２７は磁気的に飽和させられて周辺に
磁束を漏洩させるが，磁気飽和した可飽和磁性体結合部２７に現れる実効的な磁気空隙の
境界はクリアではないので漏洩する磁束の分布は緩やかとなり，可飽和磁性体結合部２７
はこの点でも磁性体歯１４に加わる力の時間変化を緩やかにして振動抑制に寄与する。
【００５５】
　図２に於いて，回転子の表面磁極部１７は周方向に交互に配置された磁性体突極及び磁
気空隙部で構成され，隣接する磁性体突極を代表して磁性体突極２１，２２とし，磁気空
隙部２３として番号を付している。隣接する磁性体突極２１，２２は内径方向，軸と平行
の右方向に交互に延長されてそれぞれ第一延長部１８，第二延長部１９とされている。番
号２８は短絡環を示し，磁性体突極２１から内径方向に延長された磁路２５に周回するよ
う配置された導体板で構成されている。番号２６は可飽和磁性体部を示す。
【００５６】
　番号２４は磁束チャネル部である。磁性体突極２１，２２は幅の狭い可飽和磁性体部２
６で連結された構成として所定の型でケイ素鋼板を打ち抜き，積層して構成され，磁束チ
ャネル部２４には断面積を同じくするスロットに軟鉄のブロックを挿入している。非磁性
体部分２３，１ａは非磁性のステンレススチールで構成している。
【００５７】
　磁性体突極２１，２２はケイ素鋼板を積層されているので積層方向である軸方向の磁気
抵抗は大きいが，飽和磁束密度の大きな軟鉄ブロックで構成された磁束チャネル部２４は
軸方向に磁気抵抗が小であり，回転子の空きスペースを利用して電機子より遠い側の磁性
体突極２２に配置された磁束チャネル部２４は十分な量の界磁磁束を回転軸１１と平行な
方向に伝搬させる事が出来る。
【００５８】
　図３は回転子の構成及び励磁部の配置を示す分解斜視図である。理解を容易にする為に
磁性体突極２１，２２等を有する中心部と磁性体突極の第二延長部１９とを離して示し，
第二延長部１９に間隙を介して対向しハウジング１２側に配置されている励磁部３５を示
している。第二延長部１９は軟鉄をプレス成形して磁性体突極２２の延長部分となる磁性
体突部３１を有して構成され，非磁性体部３４は磁性を持たないステンレススチールで形
成されている。磁性体突部３１と一体の環状磁気コア部分３２は微小空隙を介して励磁部
３５の円環状磁極１ｃに，第一延長部１８と結合されている円筒状磁気コア３３は微小空
隙を介して内側磁極１ｂとそれぞれ対向して磁気的に結合している。
【００５９】
　励磁部の構成は図１，図３，図４，図５を用いて説明される。図４は励磁部３５を回転
子側から見た平面図を示し，界磁磁石１ｊは外径方向に磁化されている界磁磁石領域４１
，内径方向に磁化されている界磁磁石領域４２に区分されて示され，内側磁極１ｂ及び外
側磁極１ｄの間に配置されている。内側磁極１ｂ及び外側磁極１ｄ間の径方向間隙は周方
向に徐々に変わり，界磁磁石領域４１，４２は径方向の長さが周方向に変えられている。
界磁磁石領域４１，４２内の矢印は磁化方向を示し，磁性体突極２１，２２をそれぞれＮ
極，Ｓ極に磁化する界磁磁石領域４２を第一磁化，逆方向の界磁磁石領域４１を第二磁化
としている。
【００６０】
　第二磁化である界磁磁石領域４１と第一磁化である界磁磁石領域４２の磁極面積を比較
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すると，界磁磁石領域４２の周方向角度長が大きいので界磁磁石１ｊ全体としては界磁磁
石領域４２の磁化方向で両者の磁極面積差に比例した磁束量が内側磁極１ｂに流入する。
界磁磁石領域４２から内側磁極１ｂに流入した磁束は円筒状磁気コア３３，第一延長部１
８，磁性体突極２１，磁性体歯１４，磁性体突極２２，第二延長部１９，磁性体突部３１
，環状磁気コア部分３２，円環状磁極１ｃ，可動磁極１ｈ，外側磁極１ｄを介して界磁磁
石領域４２に環流する主磁路を形成している。
【００６１】
　図５は励磁部３５を軸方向の右側から見た平面図を示す。図１，３，５に示されるよう
に界磁磁石領域４１，４２に並列に接続される励磁磁路が示され，図５には可動磁性体片
より構成された可動磁極１ｈの偏倚位置が異なる場合が示されている。内側磁極１ｂに励
磁磁極１ｆが接続され，可動磁極１ｈが外側磁極１ｄに微小間隙を介して配置され，さら
に偏倚に応じて円環状磁極１ｃ或いは励磁磁極１ｆに微小間隙を介して対向するよう構成
されている。図３に示されるように円環状磁極１ｃは３カ所の軸方向突部を持ち，励磁磁
極１ｆも３カ所の径方向突部を持ち，それぞれの突部は周方向に交互となるよう配置され
，周方向に３個の可動磁極１ｈが配置されている。
【００６２】
　図５（ａ）では可動磁極１ｈが微小間隙を介して励磁磁極１ｆと外側磁極１ｄに磁気的
に結合され，図５（ｂ）では可動磁極１ｈが微小間隙を介して円環状磁極１ｃと外側磁極
１ｄに磁気的に結合され，可動磁極１ｈと励磁磁極１ｆと円環状磁極１ｃは磁路スイッチ
を構成している。励磁コイル１ｇは励磁磁極１ｆ及び回転軸１１を周回するよう巻回して
構成され，図５（ａ）の状態で励磁コイル１ｇに供給された磁化電流により励磁磁極１ｆ
，可動磁極１ｈ，外側磁極１ｄ，界磁磁石領域４１，４２，内側磁極１ｂで構成される励
磁磁路に磁束が誘起される。励磁磁極１ｆ，可動磁極１ｈ，内側磁極１ｂ，外側磁極１ｄ
は鉄粉を押し固めた比抵抗の大きな圧粉鉄心で構成されている。その他に比抵抗が大きい
フェライト系の磁性体，或いはケイ素鋼板の積層体等を回転電機仕様に合わせて採用する
事が出来る。
【００６３】
　３個の可動磁極１ｈは一体としてアクチュエータ１ｍに制御棒１ｋを介して接続されて
周方向に偏倚可能に構成され，図５（ａ）の状態で励磁コイル１ｇに磁化電流を供給して
界磁磁石領域４１，４２を磁化し，或いは消磁する。図５（ｂ）の状態で界磁磁石領域４
１，４２からの磁束は主磁路に流れる。
【００６４】
　図４に示されるように界磁磁石領域４１，４２は径方向の長さが周方向に変わり，同一
の永久磁石要素が径方向長さを変えて並列に接続された状態である。図５（ａ）に示され
る場合に於いて，励磁コイル１ｇに磁化電流が供給されると，界磁磁石領域４１，４２に
接する内側磁極１ｂと外側磁極１ｄ間の磁気ポテンシャル差（起磁力）はほぼ同じとして
各磁石要素内では磁気ポテンシャル差を径方向長さで除した値に相当する磁界強度の磁界
が加えられる。
【００６５】
　したがって，径方向に短い磁石要素が磁化されやすく，径方向に長い磁石要素は磁化さ
れ難い。励磁コイル１ｇに供給する磁化電流により界磁磁石領域４１，４２を一括して励
磁すると，磁束は磁界強度が大となる径方向に短い側である界磁磁石領域４１に磁束が集
中し，磁界強度が抗磁力より大となる領域が磁化される。励磁コイル１ｇに供給する磁化
電流を増やすと磁化される界磁磁石領域４１の領域は広がって磁化される領域を制御でき
る。
【００６６】
　励磁コイル１ｇに供給する電流波形は図６に示されている。番号６４，６５は時間を示
す。図６（ａ）は時間６４と共に振幅が徐々に小となる交流電流である消磁電流６１の波
形を示し，界磁磁石領域４１，４２は電流極性に応じて磁化の方向を変えられ，徐々にそ
の程度を小さくされて消磁される。同図では交流電流波形を示しているが，交互に向きを
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変え，振幅を小にするパルス電流列でも同様の効果を得る事が出来る。界磁磁石領域４１
，４２を消磁する場合には上記に説明したように磁化領域の制御と同様に消磁電流６１の
最大の振幅で消磁される領域を変える事が出来る。
【００６７】
　図６（ｂ）は界磁磁石領域４１，４２を磁化する為に加えるパルス電流６２を示してい
る。界磁磁石領域４１，４２を磁化するには仕様に応じて数十マイクロ秒から１ミリ秒程
度の時間幅のパルス電流６２を励磁コイル１ｇに加える。消磁電流６１及びパルス電流６
２は界磁磁石領域４１，４２の磁化状態を変更する磁化電流である。
【００６８】
　制御電流６３は可動磁極１ｈの偏倚を妨げる磁気力を抑制する場合に加える時間幅の広
い電流波形を示している。磁路スイッチの可動部である可動磁極１ｈには一般に界磁磁石
からの磁束量を大とする方向に偏倚させようとする磁気力が現れ，前記可動磁極１ｈの偏
倚は影響を受ける。本発明では励磁磁極１ｆ，可動磁極１ｈ間の間隙１ｎを磁気抵抗調整
部分として励磁磁路の磁気抵抗を主磁路の磁気抵抗とほぼ同じく設定している。可動磁極
１ｈを偏倚させても界磁磁石領域４１，４２に繋がる磁気抵抗の変動は小さく抑制される
ので可動磁極１ｈの偏倚に際して現れる磁気力は抑制される。
【００６９】
　励磁磁路の磁気抵抗と主磁路の磁気抵抗を等しくする条件が磁気力を最小にする条件で
あるが，アクチュエータ１ｍの出力は摩擦力も考慮して余裕を持って設定するとして，前
記磁気力がアクチュエータ１ｍの出力以下となる程度に両磁路の磁気抵抗を等しく設定す
る。主磁路の磁気抵抗は磁性体突極と磁性体歯との相対位置により変動するが，本発明で
主磁路の磁気抵抗は磁性体突極と磁性体歯間の各相対位置に関して平均化された値として
いる。
【００７０】
　上記説明のように界磁磁石領域４１，４２は内側磁極１ｂ及び外側磁極１ｄ間に磁化容
易さの異なる磁石要素が並列接続された構成である。励磁コイル１ｇに加えられるパルス
電流６２の大きさにより磁化される領域の広さを変え，さらにパルス電流６２の極性によ
り磁化される方向が変えられる。図４に示したように外径方向の磁化を有する界磁磁石領
域４１，内径方向の磁化を有する界磁磁石領域４２が共存し，界磁磁石領域４１，４２の
互いの領域の周方向角度長の大きさを変える事により電機子側に流れる磁束量が変わる。
また，界磁磁石領域４１，４２の一方を消磁状態とする状態も可能である。
【００７１】
　永久磁石には材料，製法等多様な素材が使用可能であり，飽和磁束密度，抗磁力，或い
はＢＨカーブ形状等にそれらの特徴が現れている。ＢＨカーブ形状に於いて矩形性に優れ
る素材は一般に抗磁力も大であって界磁磁石領域４１，４２に於ける磁化方向を互いに逆
となるよう磁化する場合に適し，逆の場合は一方向の磁化と消磁部分を共存させるように
用いる事に適している。
【００７２】
　界磁磁石領域４１，４２の磁化状態変更の方法を更に図４を用いて説明する。励磁コイ
ル１ｇに供給されたパルス電流６２が界磁磁石内に加える磁界強度より小の抗磁力を持つ
界磁磁石要素は全て同じ方向に磁化されるので界磁磁石の磁化状態変更は以下のように実
施される。
【００７３】
　第一磁化である界磁磁石領域４２の磁化領域を減じると第二磁化である界磁磁石領域４
１の磁化領域が拡大される。界磁磁石領域４１は界磁磁石領域４２より径方向の長さが短
いので第一磁化である界磁磁石領域４２の磁化領域を減じるには界磁磁石領域４１の領域
を増すよう磁化する振幅及び極性のパルス電流６２を励磁コイルに加える。
【００７４】
　図４の状態から第一磁化である界磁磁石領域４２の磁化領域を増すには，界磁磁石の径
方向長さの最も短い領域に於いて界磁磁石領域４１の縮小される差分相当を第一磁化の方
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向に磁化する振幅及び極性のパルス電流６２を励磁コイルに加える。また，第一磁化であ
る界磁磁石領域４２の磁化領域を減少させるには，界磁磁石の径方向長さの最も短い領域
に於いて界磁磁石領域４１が増大された領域相当を第一磁化の方向に磁化する振幅及び極
性のパルス電流６２を励磁コイルに加える。
【００７５】
　電機子を流れる磁束量はこのように励磁コイル１ｇに供給するパルス電流６２の振幅及
び極性を変えて界磁磁石領域４１，４２の磁化方向及び磁化範囲を変える事で制御される
。電機子を流れる磁束量と励磁コイル１ｇに供給するパルス電流６２との関係は設計段階
でマップデータとして設定する。しかし，回転電機の量産段階では部材の寸法が公差範囲
内でバラツキ，磁性体の磁気特性のバラツキも存在して電機子を流れる磁束量の精密な制
御が困難になる場合がある。そのような場合には回転電機を組み立て後に回転電機個々に
電機子を流れる磁束量と励磁コイル１ｇに供給するパルス電流６２との関係を検査し，前
記マップデータを修正する。
【００７６】
　さらに磁性体の特性は温度による影響を受けやすく，経時変化による影響も懸念される
場合には運転中に加えられるパルス電流６２とその結果としての界磁磁石の磁化状態を監
視し，回転電機の運転中に前記マップデータを修正する情報を学習的に取得する事も出来
る。電機子を流れる磁束量を直接に把握する事は難しいが，電機子コイル１６に現れる誘
起電圧を参照して電機子を流れる磁束量を推定できる。
【００７７】
　本実施例では界磁磁石領域４１，４２の磁化状態を変えて電機子を流れる磁束量を制御
する。図５（ａ）の状態で界磁磁石領域４１，４２にバイパス磁路のみが接続され，バイ
パス磁路には励磁コイル１ｇが巻回されているので励磁コイル１ｇによる磁束は確実に界
磁磁石領域４１，４２に加えられて磁化状態を変更できる。図５（ｂ）の状態で界磁磁石
領域４１，４２には主磁路のみが接続されるので界磁磁石領域４１，４２からの磁束は電
機子側に供給される。
【００７８】
　また，界磁磁石領域４１，４２から磁性体突極２１，２２に至る第二延長部１９及び磁
束チャネル２４は軟鉄ブロックで構成して電機子コイル１６が誘起する交流磁束を通り難
い構成とし，さらに短絡環２８を配置したので短絡環２８を流れる渦電流により交流磁束
が通り難く構成されている。電機子コイル１６が誘起する交流磁束が界磁磁石領域４１，
４２に及ぼす影響が抑制されるので界磁磁石１ｊを低保持力磁石で構成する事が出来る。
さらに界磁磁石領域４１，４２を磁化する際に励磁コイル１ｇが生成する磁束パルスが電
機子コイル１６に及ぼす影響が軽減される構成である。
【００７９】
　このように本実施例では界磁磁石領域４１，４２の磁化状態を回転時或いは静止時の如
何なる場合に於いても変更或いは設定できる。したがって，不測の事態により界磁磁石領
域４１，４２の磁化が消失される事があっても直ちに界磁磁石領域４１，４２に磁化を復
元し，回転電機システムの運転を継続でき，安定的に機能する回転電機を提供する。
【００８０】
　本発明では同種の極性に励磁される磁性体突極グループ毎に一括して励磁する励磁部を
有して励磁部内に界磁磁石及び着磁用の励磁コイルを含む構成である。励磁部を電機子か
ら離れた位置に配置できる特徴があり，電機子コイルの発生する磁界の影響を直接には受
けない事，スペースに余裕がある事から電機子近傍の表面或いは磁極内に配置する従来の
回転電機に比して本発明で採用する界磁磁石素材及び形状寸法には選択の自由度がある。
【００８１】
　電機子に対向する回転子表面或いは磁極内には電機子コイルの作る磁界によって容易に
非可逆減磁を生じないネオジウム磁石（ＮｄＦｅＢ）が望ましいが，上記説明のように励
磁部には電機子コイル１６が誘起する交流磁束は到達し難いので界磁磁石として低保持力
の磁石，例えばアルニコ磁石（ＡｌＮｉＣｏ）を使用する事が出来る。ネオジウム磁石（
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ＮｄＦｅＢ）では着磁に必要な磁界強度が２４００ｋＡ／ｍ（キロアンペア／メートル）
程度であり，アルニコ磁石（ＡｌＮｉＣｏ）の着磁に必要な磁界強度は２４０ｋＡ／ｍ程
度である。これにより界磁磁石１ｊの磁化変更が容易となる。
【００８２】
　本発明では回転電機の運転中に励磁コイル１ｇにより任意に界磁磁石１ｊの磁化状態を
変更して電機子に流れる磁束量を変更する事が目的である。磁石素材の特性はバラツキが
多いので同一の素材を用いて寸法を変え，磁化の容易さに関して傾斜を持たせる方が制御
しやすい。ネオジウム磁石（ＮｄＦｅＢ）の微小な厚みを変えるよりアルニコ磁石（Ａｌ
ＮｉＣｏ）で数ミリメートルの範囲で寸法を変える方が磁化容易さの程度を制御しやすい
。
【００８３】
　さらに磁石素材を着磁させるに際しては十分な磁界強度の磁界を確実に磁石素材に加え
る磁気回路が必要であるが，本発明による回転電機では励磁部を独立に設けたので表面磁
極部に於ける磁極構成に係わらず励磁コイル及び界磁磁石周辺の磁気回路を最適に構成出
来る。界磁磁石近傍にヒータを配置し，界磁磁石の磁化を変更する際に界磁磁石のキュリ
ー温度近傍にまで加熱して磁化変更を容易にする構成も可能である。
【００８４】
　以上，図１から図６に示した回転電機に於いて，界磁磁石１ｊの磁化領域を変える事で
電機子に流れる磁束量を制御できることを説明した。本実施例は磁束量を制御して出力を
最適化するシステムであり，図７を用いて回転電機システムとしての制御を説明する。図
７は磁束量制御を行う回転電機システムのブロック図を示している。図７に於いて，回転
電機７１は入力７２，出力７３を有するとし，制御装置７５は回転電機７１の出力７３及
び回転子の位置，温度等を含む状態信号７４を入力として制御信号７６を介して磁束量を
制御する。番号７７は電機子コイル１６に駆動電流を供給する駆動回路を示す。回転電機
７１が発電機として用いられるのであれば，入力７２は回転力であり，出力７３は発電電
力となる。回転電機７１が電動機として用いられるのであれば，入力７２は駆動回路７７
から電機子コイル１６に供給される駆動電流であり，出力７３は回転トルク，回転速度と
なる。
【００８５】
　回転電機が電動機として用いられる場合において，磁束量制御を行って回転力を最適に
制御する電動機システムを説明する。制御装置７５は出力７３である回転速度が所定の値
より大となり電機子に流れる磁束量を小とする時にはアクチュエータ１ｍにより可動磁極
１ｈを偏倚させて界磁磁石を主磁路から励磁磁路への接続に切換え，第二磁化である界磁
磁石領域４１の磁極面積を増す方向のパルス電流６２を励磁コイル１ｇに供給して第一磁
化である界磁磁石領域４２の磁極面積を減ずると共に界磁磁石領域４１の磁極面積を増大
させて電機子に流れる磁束量を小とさせ，アクチュエータ１ｍにより可動磁極１ｈを偏倚
させて界磁磁石を励磁磁路から主磁路への接続に切り替える。
【００８６】
　制御装置７５は出力７３である回転速度が所定の値より小となり電機子に流れる磁束量
を大とする時にはアクチュエータ１ｍにより可動磁極１ｈを偏倚させて界磁磁石を主磁路
から励磁磁路への接続に切換え，第一磁化である界磁磁石領域４２の磁極面積を増す方向
のパルス電流６２を励磁コイル１ｇに供給して第二磁化である界磁磁石領域４１の磁極面
積を減ずると共に界磁磁石領域４２の磁極面積を増大させて電機子に流れる磁束量を大と
させ，アクチュエータ１ｍにより可動磁極１ｈを偏倚させて界磁磁石を励磁磁路から主磁
路への接続に切り替える。
【００８７】
　回転電機が発電機として用いられる場合において，磁束量制御を行って発電電圧を所定
の電圧となるよう制御する定電圧発電システムを説明する。制御装置７５は出力７３であ
る発電電圧が所定の値より大となり電機子に流れる磁束量を小とする時にはアクチュエー
タ１ｍにより可動磁極１ｈを偏倚させて界磁磁石を主磁路から励磁磁路への接続に切換え



(19) JP 2010-172046 A 2010.8.5

10

20

30

40

50

，第二磁化である界磁磁石領域４１の磁極面積を増す方向のパルス電流６２を励磁コイル
１ｇに供給して第一磁化である界磁磁石領域４２の磁極面積を減ずると共に界磁磁石領域
４１の磁極面積を増大させて電機子に流れる磁束量を小とさせ，アクチュエータ１ｍによ
り可動磁極１ｈを偏倚させて界磁磁石を励磁磁路から主磁路への接続に切り替える。
【００８８】
　制御装置７５は出力７３である発電電圧が所定の値より小となり電機子に流れる磁束量
を大とする時にはアクチュエータ１ｍにより可動磁極１ｈを偏倚させて界磁磁石を主磁路
から励磁磁路への接続に切換え，第一磁化である界磁磁石領域４２の磁極面積を増す方向
のパルス電流６２を励磁コイル１ｇに供給して第二磁化である界磁磁石領域４１の磁極面
積を減ずると共に界磁磁石領域４２の磁極面積を増大させて電機子に流れる磁束量を大と
させ，アクチュエータ１ｍにより可動磁極１ｈを偏倚させて界磁磁石を励磁磁路から主磁
路への接続に切り替える。
【００８９】
　上記実施例に於いて，励磁磁路の磁気抵抗は主磁路の磁気抵抗にほぼ等しくなるよう設
定されているので可動磁極１ｈの偏倚を妨げる磁気力は小さく，磁路の切換は容易に行わ
れる。さらにアクチュエータ１ｍにより可動磁極１ｈを偏倚させる際に界磁磁石に非可逆
減磁を生じさせない程度の予め定めた振幅の制御電流６３を供給して前記偏倚を妨げる磁
気力を抑制し，或いは偏倚をアシストする方向の磁気力を発生してさらに偏倚を容易にす
る事も可能である。
【００９０】
　界磁磁石１ｊ（界磁磁石領域４１，４２）の磁化状態変更に際しては一般に励磁コイル
にパルス状の磁化電流を流すが，その際に電機子コイル１６に高電圧が現れ，電機子コイ
ル１６に接続される電子回路に不具合を生じさせる可能性がある。本実施例では界磁磁石
１ｊの磁化状態を変更する際に可動磁極１ｈにより界磁磁石１ｊを主磁路から切り離して
励磁磁路に接続する事で前記不具合を回避させる。更に主磁路には高い周波数の交流磁束
が通り難いよう界磁磁石１ｊから磁性体突極２１，２２に至る磁路は渦電流損を大とする
よう構成されている。したがって，電機子コイル１６周辺の電子回路には耐電圧特性の比
較的低い低コストの半導体素子を使用する事が出来る。
【実施例２】
【００９１】
　本発明による回転電機システムの第二実施例を図８を用いて説明する。第二実施例は，
第一実施例に於いて，磁路スイッチの構成を変えた例であり，図８は回転電機の縦断面図
である。図３，図５に於いて，円環状磁極１ｃ及び励磁磁極１ｆは３カ所の突部を持ち，
可動磁極１ｈの周方向偏倚に伴って主磁路，励磁磁路の接続が変更されるよう構成されて
いるが，図８に於いて外側磁極１ｄ，円環状磁極１ｃは一体の外側磁極８２として常に可
動磁極１ｈに対向し，３カ所の突部を持つ励磁磁極８１と可動磁極１ｈとが可動磁極１ｈ
の周方向位置により対向する状態が変わる構成である。
【００９２】
　この構成により，通常の運転時には励磁磁路の磁気抵抗は大とされ，界磁磁石１ｊの磁
化を変更する際にのみ励磁磁路の磁気抵抗が小とされ，界磁磁石１ｊの磁化変更が可能と
される。励磁磁極８１と可動磁極１ｈとの間隙は微小として励磁磁路の磁気抵抗を極力小
となるように構成されている。すなわち，可動磁極１ｈの偏倚位置により界磁磁石１ｊへ
の励磁磁路の接続がオン，オフされる。また，可動磁極１ｈの偏倚に際して偏倚を妨げる
磁気力を抑制する為の制御電流を励磁コイル１ｇに供給する構成である。その他の構成及
び動作原理等は第一の実施例と同じであるので更なる説明は省略する。
【００９３】
　磁路スイッチの可動磁性体片である可動磁極１ｈの偏倚に際しては一般に磁気力が現れ
，出力の大きなアクチュエータ１ｍを前記偏倚の為に配置する必要がある。磁気力の方向
は支配的な磁化方向である界磁磁石領域４２からの磁束量を大とするよう可動磁極１ｈを
偏倚させようとする方向である。
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【００９４】
　本実施例に於いて，制御電流６３は界磁磁石領域４１，４２の磁化状態を変更しない程
度に設定し，励磁磁路を界磁磁石１ｊに接続する際には界磁磁石領域４１，４２で支配的
となっている磁化状態，この場合は界磁磁石領域４２の磁極面積を増大させる極性の制御
電流６３を励磁コイル１ｇに供給して励磁磁路の磁気抵抗は実効的に小とすると共にアク
チュエータ１ｍにより可動磁極１ｈを偏倚させて励磁磁路を接続する。励磁磁路を界磁磁
石１ｊから切り離す際には界磁磁石領域４２の磁化領域を減少させる極性の制御電流６３
を励磁コイル１ｇに供給して励磁磁路の磁気抵抗は実効的に大とすると共にアクチュエー
タ１ｍにより可動磁極１ｈを偏倚させて励磁磁路を切り離す。これにより可動磁極１ｈに
作用する磁気力は小に抑圧されるか，或いは偏倚をアシストする方向となり，前記偏倚は
円滑に実行される。
【００９５】
　第二実施例の回転電機に於いて，磁束量を制御して出力を最適化するシステムの制御を
説明する。回転電機が電動機として用いられる場合において，磁束量制御を行って回転力
を最適に制御する。制御装置７５は出力７３である回転速度が所定の値より大となり電機
子に流れる磁束量を小とする時には界磁磁石領域４１，４２に於いて支配的である界磁磁
石領域４２の磁極面積を増す極性の予め定めた振幅の制御電流６３を励磁コイル１ｇに供
給すると共にアクチュエータ１ｍにより可動磁極１ｈを偏倚させて励磁磁路を界磁磁石１
ｊに接続し，第二磁化である界磁磁石領域４１の磁極面積を増す極性のパルス電流６２を
励磁コイル１ｇに供給して第一磁化である界磁磁石領域４２の磁極面積を減ずると共に界
磁磁石領域４１の磁極面積を増大させて電機子に流れる磁束量を小とさせる。その後，界
磁磁石領域４１，４２に於いて支配的となった界磁磁石の磁極面積を減らす極性の予め定
めた振幅の制御電流６３を励磁コイル１ｇに供給すると共にアクチュエータ１ｍにより可
動磁極１ｈを偏倚させて励磁磁路を界磁磁石１ｊから切り離す。
【００９６】
　制御装置７５は出力７３である回転速度が所定の値より小となり電機子に流れる磁束量
を大とする時には界磁磁石領域４１，４２に於いて支配的である界磁磁石領域４２の磁極
面積を増す極性の予め定めた振幅の制御電流６３を励磁コイル１ｇに供給すると共にアク
チュエータ１ｍにより可動磁極１ｈを偏倚させて励磁磁路を界磁磁石１ｊに接続し，第一
磁化である界磁磁石領域４２の磁極面積を増す極性のパルス電流６２を励磁コイル１ｇに
供給して第二磁化である界磁磁石領域４１の磁極面積を減ずると共に界磁磁石領域４２の
磁極面積を増大させて電機子に流れる磁束量を大とさせる。その後，界磁磁石領域４１，
４２に於いて支配的である界磁磁石領域４２の磁極面積を減らす極性の予め定めた振幅の
制御電流６３を励磁コイル１ｇに供給すると共にアクチュエータ１ｍにより可動磁極１ｈ
を偏倚させて励磁磁路を界磁磁石１ｊから切り離す。
【００９７】
　回転電機が発電機として用いられる場合において，磁束量制御を行って発電電圧を所定
の電圧となるよう制御する定電圧発電システムを説明する。制御装置７５は出力７３であ
る発電電圧が所定の値より大となり電機子に流れる磁束量を小とする時には界磁磁石領域
４１，４２に於いて支配的である界磁磁石領域４２の磁極面積を増す極性の予め定めた振
幅の制御電流６３を励磁コイル１ｇに供給すると共にアクチュエータ１ｍにより可動磁極
１ｈを偏倚させて励磁磁路を界磁磁石１ｊに接続し，第二磁化である界磁磁石領域４１の
磁極面積を増す極性のパルス電流６２を励磁コイル１ｇに供給して第一磁化である界磁磁
石領域４２の磁極面積を減ずると共に界磁磁石領域４１の磁極面積を増大させて電機子に
流れる磁束量を小とさせる。その後，界磁磁石領域４１，４２に於いて支配的となった界
磁磁石の磁極面積を減らす極性の予め定めた振幅の制御電流６３を励磁コイル１ｇに供給
すると共にアクチュエータ１ｍにより可動磁極１ｈを偏倚させて励磁磁路を界磁磁石１ｊ
から切り離す。
【００９８】
　制御装置７５は出力７３である発電電圧が所定の値より小となり電機子に流れる磁束量
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を大とする時には界磁磁石領域４１，４２に於いて支配的である界磁磁石領域４２の磁極
面積を増す極性の予め定めた振幅の制御電流６３を励磁コイル１ｇに供給すると共にアク
チュエータ１ｍにより可動磁極１ｈを偏倚させて励磁磁路を界磁磁石１ｊに接続し，第一
磁化である界磁磁石領域４２の磁極面積を増す極性のパルス電流６２を励磁コイル１ｇに
供給して第二磁化である界磁磁石領域４１の磁極面積を減ずると共に界磁磁石領域４２の
磁極面積を増大させて電機子に流れる磁束量を大とさせる。その後，界磁磁石領域４１，
４２に於いて支配的である界磁磁石領域４２の磁極面積を減らす極性の予め定めた振幅の
制御電流６３を励磁コイル１ｇに供給すると共にアクチュエータ１ｍにより可動磁極１ｈ
を偏倚させて励磁磁路を界磁磁石１ｊから切り離す。
【００９９】
　上記実施例に於いて，通常の運転時に励磁磁路は界磁磁石１ｊから実効的に切り離され
るので界磁磁石からの磁束は殆どが主磁路に供給され，界磁磁石１ｊの磁化変更の際に励
磁磁路は界磁磁石１ｊに接続されるので励磁コイル１ｇからの磁束は有効に界磁磁石１ｊ
に供給される。
【実施例３】
【０１００】
　本発明の第三実施例による回転電機システムを図９から図１４を用いて説明する。第三
実施例は，表面磁極部内に磁性体突極と永久磁石を周方向に交互に持つ回転電機システム
であり，励磁部を回転子内に配置した回転電機システムである。図９は回転電機の縦断面
図，図１０は電機子と回転子とを示す断面図，図１１は回転子の構成を示す分解斜視図，
図１２は回転子の拡大された縦断面図，図１３は励磁部の拡大された縦断面図，図１４は
回転電機システムのブロック図である。
【０１０１】
　図９はラジアルギャップ構造の回転電機に本発明を適用した実施例を示し，回転軸１１
がベアリング１３を介してハウジング１２に回動可能に支持されている。電機子の構成は
第一実施例と同じであるので説明は省略する。回転子は磁性体突極と永久磁石とが周方向
に交互に並ぶ表面磁極部９１，隣り合う磁性体突極を回転軸１１と平行の互いに異なる方
向に延長させた第一延長部９２，第二延長部９３とを有する。
【０１０２】
　回転子の表面磁極部９１の内側には励磁部が配置されて第一延長部９２，第二延長部９
３に結合し，隣接する磁性体突極を互いに異極に磁化するよう配置されている。励磁部は
界磁極９５，９６，界磁磁石９７，励磁コイル９８を主要部として構成されている。励磁
コイル９８にはブラシ９ａ，スリップリング９ｂを介して図示していない制御部に接続さ
れ，番号９４は回転軸１１を周回するよう配置された導体層を，番号９９は非磁性体部を
示している。
【０１０３】
　図１０は図９のＢ－Ｂ’に沿う電機子及び回転子の断面図を示し，相互の関係を説明す
る為に構成部分の一部に番号を付して示されている。電機子の構成は第一の実施例と同じ
であるので説明は省略する。
【０１０４】
　図１０に於いて，表面磁極部９１は磁性体突極と略周方向磁化を持つ永久磁石とを周方
向に交互に有する構造とし，隣接する磁性体突極を番号１０１，１０２で，永久磁石を番
号１０３で代表させて示している。隣接する磁性体突極１０１，１０２は軸と平行の異な
る方向に交互に延長されてそれぞれ第一延長部９２，第二延長部９３とされている。さら
に隣接する磁性体突極１０１，１０２は互いに異なる方向に磁化されるよう隣接する永久
磁石１０３の周方向磁化は互いに反転されている。永久磁石１０３に付された矢印は磁化
方向を示している。永久磁石１０３は磁束を磁性体突極１０１，１０２に供給すると共に
周方向に磁気抵抗が大の領域を形成する磁束バリアの役割を果たしている。
【０１０５】
　番号１０４は第一実施例に於いて番号２４に対応する磁束チャネル部であり，軸方向に
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界磁磁束の伝搬供給を容易にする構成としている。磁性体突極１０１，１０２は幅の狭い
可飽和磁性体部１０５で連結された構成として所定の型でケイ素鋼板を打ち抜き，積層し
て構成され，磁束チャネル部１０４には断面積を同じくするスロットに軟鉄のブロックを
挿入し，永久磁石１０３には断面積を同じくするスロットに永久磁石のブロックを挿入し
ている。磁気空隙部１０６には非磁性で且つ比抵抗の大きい材料，レジン，樹脂等を充填
して構成している。また，非磁性体部分９９は非磁性のステンレススチールで構成されて
いる。
【０１０６】
　図１１は回転子の構成を示す分解斜視図である。理解を容易にする為に磁性体突極１０
１，１０２等を有する中心部と磁性体突極の第一延長部９２，第二延長部９３とを離して
示してある。番号１１’は回転軸１１を通す穴を示す。第一延長部９２は軟鉄をプレス成
形して磁性体突極１０１の延長部分となる磁性体突部１１１を有して構成され，非磁性体
部１１３は磁性を持たないステンレススチールで形成されている。第二延長部９３は軟鉄
をプレス成形して磁性体突極１０２の延長部分となる磁性体突部１１２を有して構成され
，非磁性体部１１４は磁性を持たないステンレススチールで形成されている。番号１１５
は励磁部の一部を示す。
【０１０７】
　図１２は図９に示した回転子の上半分を拡大して示した縦断面図であり，励磁部の構成
，磁束量制御の動作原理を説明する。図１２に於いて，第一延長部９２に結合された界磁
極９５と第二延長部９３に結合された界磁極９６間は軸方向の間隙が径方向に異なる構成
として界磁磁石９７は長さの異なる磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４が並列に接
続されて構成されている。磁性体突極１０１，１０２それぞれは永久磁石１０３によりＮ
極，Ｓ極に磁化されているので永久磁石１０３と同様に磁性体突極１０１，１０２それぞ
れをＮ極，Ｓ極に磁化する左方向の磁化を第一磁化，右方向の磁化を第二磁化とする。同
図に於いて，磁石要素１２１，１２２，１２３は第一磁化に，磁石要素１２４は第二磁化
に属する。
【０１０８】
　電機子側には永久磁石１０３からの磁束，磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４そ
れぞれからの磁束が流れる事になるが，永久磁石１０３から電機子側に流れる磁束量を基
準として１．０とした場合，磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４それぞれからの磁
束量が０．２５となるように寸法が設定されている。
【０１０９】
　図９，図１２に於いて，第一磁化である磁石要素１２１，１２２，１２３の磁極表面積
が第二磁化である磁石要素１２４の磁極表面積より大であるので両者を差し引いた磁極表
面積に比例する磁束量が界磁極９５に流入し，第一延長部９２，磁性体突極１０１，磁性
体歯１４，磁性体突極１０２，第二延長部９３，界磁極９６を介して界磁磁石９７に環流
し，主磁路を形成している。同図の場合，電機子を流れる磁束量は永久磁石１０３から電
機子側に流れる磁束量を基準として１．５である。
【０１１０】
　さらに界磁極９５，９６の一部は間隙１２５を介して対向し，励磁コイル９８は磁石要
素１２１，１２２，１２３，１２４及び回転軸１１に周回するよう巻回されている。励磁
コイル９８により誘起される磁束は磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４，界磁極９
５，間隙１２５，界磁極９６を流れ，励磁磁路を形成している。
【０１１１】
　磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４からの磁束は主磁路及び励磁磁路を流れるが
，間隙１２５に於ける対向面積及び間隙長さを磁気抵抗調整部分として励磁磁路の磁気抵
抗を主磁路の磁気抵抗より大となるように設定している。主磁路の磁気抵抗は磁性体突極
と磁性体歯との相対位置により変動するが，本発明で主磁路の磁気抵抗は磁性体突極と磁
性体歯間の各相対位置に関して平均化された値としている。
【０１１２】
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　一方では，励磁コイル９８の作る磁束は磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４，界
磁極９５，間隙１２５，界磁極９６を流れ，同時に主磁路側にも流れようとする。主磁路
の一部である第一延長部９２，第二延長部９３は交流磁束が流れ難いように軟鉄で構成さ
れているので間隙１２５部分に於ける磁気抵抗は主磁路の交流磁束に対する磁気抵抗より
小に設定されている。
【０１１３】
　導体層９４は回転軸１１外周に配置された銅板で構成され，励磁コイル９８の作る磁束
を磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４に集中させ，励磁コイル９８のインダクタン
スを実効的に減少させてパルス状の磁化電流を流れやすくする役割を持つ。励磁コイル９
８にパルス状の磁化電流が供給されると，導体層９４には鎖交する磁束の変化を妨げる方
向の電流が誘起され，これにより励磁コイル９８のインダクタンスを実効的に減少する。
さらに誘起された電流により導体層９４内に励磁コイル９８の作る磁束が流れ難くなり，
磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４側に励磁コイル９８の作る磁束が集中させられ
る。
【０１１４】
　上記励磁部を構成する部材，磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４，界磁極９５，
９６，励磁コイル９８等は回転軸１１を周回する円環状，円筒状の形状であり，構成はシ
ンプルに出来る。励磁部を構成する磁性体部材である界磁極９５，９６には比抵抗が大で
ある圧粉鉄心で構成し，励磁コイル９８によるパルス電流，交流電流による磁束が通りや
すい構成としている。他に渦電流損を生じがたい比抵抗の大きなバルク状磁性体を用いる
事も出来る。
【０１１５】
　図１２に示されるように磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４は軸方向の長さが変
わり，長さの異なる永久磁石要素が並列に接続された状態である。励磁コイル９８に磁化
電流が供給されると，磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４に接する界磁極９５，９
６間の磁気ポテンシャル差（起磁力）はほぼ同じとして各磁石要素内では磁気ポテンシャ
ル差を軸方向長さで除した値に相当する磁界強度の磁界が加えられる。したがって，短い
磁石要素が磁化されやすく，長い磁石要素は磁化され難い。
【０１１６】
　図１及び図４に示した第一の実施例で界磁磁石は連続体であり，径方向の長さを連続的
に周方向に変えて磁化の容易さが異なる構成であった。その場合，磁化方向の異なる界磁
磁石領域４１と界磁磁石領域４２間の境界では徐々に磁化が遷移する領域が存在し，Ｂ－
Ｈ曲線で矩形性の悪い磁石では外乱により不安定となる可能性がある。本実施例では図９
，図１２に示すように界磁磁石を複数の磁石要素で構成したのでそれぞれの磁化要素は各
方向に飽和磁化され，磁束量は離散的に制御されるが，界磁磁石の磁化状態は安定となる
利点がある。
【０１１７】
　当初，磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４が第一磁化である左方向に磁化されて
いるとして，励磁コイル９８に供給する磁化電流により磁石要素１２１，１２２，１２３
，１２４を一括して第二磁化の方向である右方向に励磁すると，磁束は磁界強度が大とな
る短い磁石要素１２４に磁束が集中して磁石要素１２４が磁化される。この状態が図１２
の状態であり，励磁コイル９８に供給される磁化電流の振幅がさらに大であれば磁石要素
１２３，１２２，１２１の順に第二磁化の方向に磁化される。
【０１１８】
　磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４の磁化状態変更の方法を更に図１３を用いて
説明する。図１３は図９及び図１２に示された界磁磁石を拡大して示している。図１３（
ａ），図１３（ｂ），図１３（ｃ）は磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４の磁化方
向が異なる状態を示しており，界磁磁石の磁化状態変更は以下のように実施される。
【０１１９】
　図１２に於いて第二磁化の磁石数を減じるには第二磁化の磁石要素１２４を左方向に磁
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化する振幅及び極性を持つパルス電流６２を励磁コイルに加える。この結果が図１３（ａ
）の磁化状態となる。電機子を流れる磁束量は永久磁石１０３から電機子側に流れる磁束
量を基準として２．０である。
【０１２０】
　図１２の磁化状態に於いて，第一磁化の磁石数を減じるには第一磁化の磁石要素１２１
，１２２，１２３に於いて最も長さの短い磁石要素１２３を右方向に磁化し，且つ磁石要
素１２２に影響を与えない程度の振幅及び極性を持つパルス電流６２を励磁コイルに加え
る。この結果が図１３（ｂ）の磁化状態となる。電機子を流れる磁束量は永久磁石１０３
から電機子側に流れる磁束量を基準として１．０である。
【０１２１】
　本実施例に於いて，電機子を流れる磁束量の最小値は永久磁石１０３から電機子側に流
れる磁束量を基準として０．０としている。図１２，図１３（ａ），図１３（ｂ）におい
て，磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４全てを右方向に磁化する振幅及び極性を持
つパルス電流６２を励磁コイルに加える。この結果が図１３（ｃ）の磁化状態であり，永
久磁石１０３から電機子側に流れる磁束量を基準として電機子側に流れる磁束量が０．０
となる。
【０１２２】
　このようにして界磁磁石の磁化状態は変更されるが，上記ステップに従って，界磁磁石
の磁化状態を変更するには各磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４の磁化状態を常に
把握する必要がある。各磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４の磁化状態に関する情
報が乱れた場合には変更後に於いて電機子を流れる磁束量が期待に反する事になるが，こ
の場合には界磁磁石の全てを一方向，例えば左方向に磁化し，必要な磁石数のみを右方向
に磁化させる。
【０１２３】
　磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４にはネオジウム磁石（ＮｄＦｅＢ），アルニ
コ磁石（ＡｌＮｉＣｏ）等の種々の磁石素材を使用する事が出来るが，本実施例では長さ
を変えて磁化容易さが制御容易なアルニコ磁石（ＡｌＮｉＣｏ）で構成している。
【０１２４】
　電機子を流れる磁束量はこのように励磁コイル９８に供給する磁化電流を変えて第一磁
化，第二磁化にそれぞれ対応する磁石数を変える事で制御される。電機子を流れる磁束量
と励磁コイル９８に供給するパルス電流６２との関係は設計段階でマップデータとして設
定する。しかし，回転電機の量産段階では部材の寸法が公差範囲内でバラツキ，磁性体の
磁気特性のバラツキも存在して電機子を流れる磁束量の精密な制御が困難になる場合があ
る。そのような場合には回転電機を組み立て後に回転電機個々に電機子を流れる磁束量と
励磁コイル９８に供給するパルス電流６２との関係を検査し，前記マップデータを修正す
る。さらに磁性体の特性は温度による影響を受けやすく，経時変化による影響も懸念され
る場合には回転電機の運転中に前記マップデータを修正する情報を学習的に取得する事も
出来る。電機子を流れる磁束量を直接に把握する事は難しいが，電機子コイル１６に現れ
る誘起電圧を参照して電機子を流れる磁束量を推定する。
【０１２５】
　磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４の磁化状態は離散的にしか変えられないが，
本実施例ではさらに磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４の磁化状態を変更させない
程度の磁束調整電流を励磁コイル９８に供給して磁束を発生させ，磁石要素１２１，１２
２，１２３，１２４及び永久磁石１０３による磁束に重畳させて電機子を流れる磁束量を
制御する。図１４は磁束量制御の為のブロック図を示し，図７に於けるブロック図に切換
スイッチ１４１，磁化制御回路１４３，磁束調整回路１４２が追加されている。
【０１２６】
　制御信号７６は切換スイッチ１４１，磁化制御回路１４３，磁束調整回路１４２を制御
し，磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４の磁化状態を変更させる場合には切換スイ
ッチ１４１により磁化制御回路１４３を接続して励磁コイル９８に磁化状態変更の為のパ
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ルス状電流６２を供給する。電機子を流れる磁束量の微調整を行う場合には切換スイッチ
１４１により磁束調整回路１４２を接続して励磁コイル９８に磁束調整電流を供給して磁
束を発生させる。磁束調整電流は磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４の磁化状態を
非可逆的に変更させない程度の大きさであり，磁束量の調整方向に応じて極性が変えられ
る。
【０１２７】
　本実施例では磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４の磁化状態を変えて電機子を流
れる磁束量を制御する。界磁磁石からの磁束は主磁路及び励磁磁路に流れるが，励磁磁路
の磁気抵抗を主磁路の磁気抵抗より大に設定して主磁路に流れる磁束量を大としている。
励磁磁路の磁気抵抗を大にする事で励磁コイル９８が磁石要素１２１，１２２，１２３，
１２４を磁化する効率を低下させる事になるので励磁磁路の磁気抵抗設定は電機子側に流
す磁束量範囲，励磁コイル９８への電流供給能力等回転電機システムの仕様により設定す
る。
【０１２８】
　また，磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４から磁性体突極１０１，１０２に至る
第一，第二延長部９２，９３及び磁束チャネル部１０４は軟鉄ブロックで構成して交流磁
束が通り難くしている。したがって，磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４に低保持
力の磁石素材を採用しても電機子コイル１６がそれらの磁化状態に不可逆的な影響を与え
る事はない。また磁石要素１２１，１２２，１２３，１２４を磁化する際の励磁コイル９
８による磁束パルスが電機子コイル１６に及ぼす影響は軽減される。主磁路に於いて励磁
コイル９８による磁束パルスに対する磁気抵抗が励磁磁路の磁気抵抗より大となるよう設
定して励磁コイル９８による磁束を界磁磁石に集中させると共に電機子コイル１６に及ぼ
す影響を抑制する。
【０１２９】
　さらに励磁コイル９８は界磁極９５，９６によって電機子コイル１６から完全に遮蔽さ
れているので励磁コイル９８と電機子コイル１６との結合は小で励磁コイル９８に供給さ
れるパルス電流６２の電機子コイル１６に及ぼす影響はさらに軽減されている。
【０１３０】
　以上，図９から図１４に示した回転電機に於いて，界磁磁石９７（磁石要素１２１，１
２２，１２３，１２４）の磁化状態を変える事で電機子に流れる磁束量を制御できること
を説明した。本実施例は磁束量を制御して出力を最適化するシステムであり，図６，図１
４を用いて回転電機システムとしての制御を説明する。
【０１３１】
　回転電機が電動機として用いられる場合において，磁束量制御を行って回転力を最適に
制御する。但し，電機子を流れる磁束量を増やす極性の磁束調整電流を正としている。制
御装置７５は出力７３である回転速度が所定の値より大となり電機子に流れる磁束量を小
とする時には磁束調整回路１４２により励磁コイル９８に供給する磁束調整電流を減じて
電機子に流れる磁束量を小とし，磁束調整電流が予め定めた値より小である場合には第二
磁化の磁石数を増す方向のパルス電流６２が磁化制御回路１４３から励磁コイル９８に供
給されて第一磁化の磁石数を減じると共に第二磁化の磁石数を増して電機子を流れる磁束
量を小とする。
【０１３２】
　出力７３である回転速度が所定の値より小となり電機子に流れる磁束量を大とする時に
は磁束調整回路１４２により励磁コイル９８に供給する磁束調整電流を増して電機子に流
れる磁束量を大とし，磁束調整電流が予め定めた値より大である場合には第一磁化の磁石
数を増す方向のパルス電流６２を磁化制御回路１４３から励磁コイル９８に供給して第一
磁化の磁石数を増すと共に第二磁化の磁石数を減じて電機子を流れる磁束量を大とする。
【０１３３】
　回転電機が発電機として用いられる場合において，磁束量制御を行って発電電圧を所定
の電圧となるよう制御する定電圧発電システムを説明する。但し，電機子を流れる磁束量
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を増やす極性の磁束調整電流を正としている。制御装置７５は出力７３である発電電圧が
所定の値より大となり電機子に流れる磁束量を小とする時には磁束調整回路１４２により
励磁コイル９８に供給する磁束調整電流を減じて電機子に流れる磁束量を小とし，磁束調
整電流が予め定めた値より小である場合には第二磁化の磁石数を増す方向のパルス電流６
２が磁化制御回路１４３から励磁コイル９８に供給されて第一磁化の磁石数を減じると共
に第二磁化の磁石数を増して電機子を流れる磁束量を小とする。
【０１３４】
　制御装置７５は出力７３である発電電圧が所定の値より小となり電機子に流れる磁束量
を大とする時には磁束調整回路１４２により励磁コイル９８に供給する磁束調整電流を増
して電機子に流れる磁束量を大とし，磁束調整電流が予め定めた値より大である場合には
第一磁化の磁石数を増す方向のパルス電流６２を磁化制御回路１４３から励磁コイル９８
に供給して第一磁化の磁石数を増すと共に第二磁化の磁石数を減じて電機子を流れる磁束
量を大とする。
【実施例４】
【０１３５】
　本発明の第四実施例による回転電機システムを図１５，図１６を用いて説明する。第四
実施例は第三実施例の回転電機システムに於いて，励磁部を二分して界磁磁石を回転子側
に，励磁コイルをハウジング側に配置した構成である。図１５は回転電機の縦断面図，図
１６は電機子と回転子とを示す断面図である。
【０１３６】
　図１５はラジアルギャップ構造の回転電機に本発明を適用した実施例を示し，回転軸１
１がベアリング１３を介してハウジング１２に回動可能に支持されている。電機子の構成
は第一実施例と同じであり，回転子の磁極部構成は第三実施例と同じであるので説明は省
略する。励磁部は二つに分割して，界磁極１５２及び界磁極１５３により励磁部の回転子
側磁路が構成され，環状磁気コア１５５により励磁部のハウジング側磁路が構成されてい
る。
【０１３７】
　第一延長部９２に接続された界磁極１５３及び第二延長部９３に接続された界磁極１５
２間に界磁磁石１５１は配置されている。ハウジング１２側には断面がＣ字状の環状磁気
コア１５５が回転軸１１を周回するよう配置され，その内周側端面は界磁極１５３と，外
周側端面は界磁極１５２と間隙１５６を介して対向し，励磁コイル１５４がＣ字状の環状
磁気コア１５５に回転軸１１を周回するよう巻回されている。
【０１３８】
　図１６は図１５のＣ－Ｃ’に沿う電機子及び回転子の断面図を示し，相互の関係を説明
する為に構成部分の一部に番号を付して示している。電機子の構成は第一の実施例と同じ
であり，回転子の磁極部構成は第三実施例と同じであるので説明は省略する。図に於いて
，励磁部の部材は界磁極１５３のみが示されている。
【０１３９】
　図１５に於いて，界磁磁石１５１に接続される磁路である界磁極１５３，第一延長部９
２，磁性体突極１０１，磁性体歯１４，磁性体突極１０２，第二延長部９３，界磁極１５
２は主磁路を構成している。界磁磁石１５１には更に励磁磁路が並列に接続されている。
すなわち，界磁極１５３，間隙１５６，Ｃ字状の環状磁気コア１５５，間隙１５６，界磁
極１５２で構成される励磁磁路である。上記構成に於いて，界磁磁石１５１は図９に於け
る界磁磁石９７と同じ構成であり，図１２に示した間隙１２５は図１５に於いて間隙１５
６に対応している。本実施例に於いては間隙１５６の対向面積及び間隙長を磁気抵抗調整
部分として励磁磁路の磁気抵抗が主磁路の磁気抵抗より大となるよう設定する。
【０１４０】
　上記説明のように図１５，１６に示した第四実施例は励磁部を二分して回転子側及びハ
ウジング側に配置したのみで励磁部の原理的な構成は同じであり，動作原理等の説明は省
略する。第三実施例に比して励磁コイル１５４がハウジング１２側に配置されてブラシ９
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ａ，スリップリング９ｂを不要とする特徴がある。
【０１４１】
　間隙１５６は励磁磁路の磁気抵抗調整部分として励磁磁路の磁気抵抗が主磁路の磁気抵
抗より大となるよう設定されているが，この間隙長を可変として磁路スイッチとする構造
も可能である。すなわち，環状磁気コア１５５を軸方向に可動に構成して界磁磁石１５１
の磁化状態を変更する時に間隙１５６の間隙長を微小とし，通常の運転時には十分に大と
する。これにより通常の運転時には界磁磁石１５１からの磁束は磁性体突極１０１，磁性
体歯１４，磁性体突極１０２を含む主磁路に殆どが流れ，界磁磁石１５１の磁化状態を変
更する時は励磁磁路の磁気抵抗が小となるので界磁磁石１５１の磁化変更が容易となる。
【実施例５】
【０１４２】
　本発明の第五実施例による回転電機システムを図１７から図２０を用いて説明する。第
五実施例は表面磁極部に磁性体突極と集合磁石が周方向に交互に配置され，励磁部がハウ
ジング側に配置された回転電機システムである。図１７は回転電機の縦断面図，図１８は
電機子と回転子とを示す断面図，図１９は回転子と励磁部を示す分解斜視図，図２０は励
磁部の拡大された縦断面図である。
【０１４３】
　図１７はラジアルギャップ構造の回転電機に本発明を適用した実施例を示し，回転軸１
１がベアリング１３を介してハウジング１２に回動可能に支持されている。電機子の構成
は第一実施例と同じであるので説明は省略する。回転子の磁極部は磁性体突極と集合磁石
とが周方向に交互に並ぶ表面磁極部１７１，隣り合う磁性体突極を互いに回転軸１１と平
行の異なる方向に延長させた第一延長部１７２，第二延長部１７３とから構成されている
。第一延長部１７２，第二延長部１７３と空隙を介して対向するよう静止側に二つの励磁
部が配置され，第一延長部１７２，第二延長部１７３と円筒状磁気ヨーク１５間にそれぞ
れ界磁磁束を一括して供給し，隣り合う磁性体突極を互いに異極に磁化するよう構成され
ている。番号１７４は回転子支持体であり，非磁性のステンレススチールで構成されてい
る。
【０１４４】
　同図に於いて，第二延長部１７３と対向する励磁部は界磁極１７５，界磁極１７６，界
磁磁石１７７，励磁コイル１７８を含み，ハウジング１２に配置されている。第一延長部
１７２側の励磁部の構成部材に番号を付していないが，同じ構成であり，同種の部材には
同じ番号を用いるとする。ただ，第一延長部１７２，第二延長部１７３側の励磁部に於い
てはそれぞれの界磁磁石１７７の磁化方向は矢印で示されるように第一延長部１７２，第
二延長部１７３を互いに逆方向に磁化するよう設定されている。
【０１４５】
　図１８は図１７のＤ－Ｄ’に沿う電機子及び回転子の断面図を示し，相互の関係を説明
する為に構成部分の一部に番号を付して示している。電機子の構成は第一の実施例と同じ
であるので説明は省略する。
【０１４６】
　図１８に於いて，表面磁極部１７１には磁性体突極と集合磁石とが周方向に交互に配置
されている。中間磁性体突極１８３の両側面にほぼ同じ磁化方向の磁石板１８４，１８５
が配置された組み合わせは磁気的には磁石と等価な集合磁石として，回転子の表面磁極部
１７１は一様な磁性体を周方向に等間隔に配置された集合磁石によって区分された磁性体
突極１８１，１８２及び集合磁石とから構成されている。さらに隣接する磁性体突極１８
１，１８２は互いに異なる方向に磁化されるよう隣接する集合磁石の磁化方向は互いに反
転して構成されている。磁性体突極１８１，１８２それぞれの周方向両側面に配置された
磁石板はＶ字状の配置であり，磁石板の交差角度は磁束バリアに好適な角度に設定する。
磁石板１８４，１８５に付された矢印は磁石板１８４，１８５の板面にほぼ直交する磁化
方向を示す。番号１８７は発生トルクを大にする為に設けた径方向のスリットを示してい
る。
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【０１４７】
　番号１８６は第一実施例に於ける磁束チャネル部２４に相当する磁束チャネル部であり
，軸方向に磁束の伝搬供給を容易にする構成としている。ケイ素鋼板から磁石板１８４，
１８５及び磁束チャネル部１８６に相当する部分を打ち抜いて積層した後，磁石板１８４
，１８５を挿入し，磁束チャネル部１８６には軟鉄ブロックを挿入して回転子の磁極部を
構成する。
【０１４８】
　図１９は回転子の構成及び励磁部の配置を示す分解斜視図である。理解を容易にする為
に磁性体突極１８１，１８２等を有する中心部と磁性体突極の第一，第二延長部１７２，
１７３とを離して示してある。第一延長部１７２は軟鉄をプレス成形して磁性体突極１８
１の延長部分となる磁性体突部１９３を有して構成され，非磁性体部１９５は磁性を持た
ないステンレススチールで形成されている。第二延長部１７３は軟鉄をプレス成形して磁
性体突極１８２の延長部分となる磁性体突部１９４を有して構成され，非磁性体部１９６
は磁性を持たないステンレススチールで形成されている。
【０１４９】
　第一延長部１７２，第二延長部１７３にはそれぞれ励磁部１９１，１９２が空隙を介し
て対向し，励磁部１９１，１９２の界磁極１７５は第一延長部１７２，第二延長部１７３
それぞれの磁性体突部１９３，１９４と空隙を介して磁気的に結合し，励磁部１９１，１
９２の界磁極１７６は図１７に示すように円筒状磁気ヨーク１５の両端に結合されている
。
【０１５０】
　図２０は励磁部１９２の上半分の縦断面図を拡大して示している。図２０に於いて，第
二延長部１７３に界磁極１７５が間隙を介して対向し，界磁極１７６は円筒状磁気ヨーク
１５に結合され，界磁極１７５と界磁極１７６間は軸方向の間隙が径方向に異なる構成と
して円環状の界磁磁石１７７が配置されている。同図に於いては界磁磁石１７７は軸方向
の長さが異なる円環状の磁石要素が非磁性体を挟んで同心状に径方向に並んで配置される
構成である。界磁磁石１７７の一部である磁石要素２０１は軸と平行の左方向に磁化され
，磁石要素２０２，２０３，２０４は軸と平行の右方向に磁化されている状態を示してい
る。
【０１５１】
　磁性体突極１８２は集合磁石によりＳ極に磁化されているので磁性体突極１８２をＳ極
に励磁する磁石要素２０２，２０３，２０４は第一磁化に属し，磁石要素２０１は第二磁
化に属する。この構成により，第一磁化の磁極表面積が第二磁化の磁極表面積より大であ
るので両者を差し引いた磁極表面積に比例する磁束量が界磁磁石１７７の一方の磁極から
界磁極１７６に流入する。界磁極１７６に流入した磁束は更に円筒状磁気ヨーク１５，磁
性体歯１４，磁性体突極１８２，第二延長部１７３，界磁極１７５を介して界磁磁石１７
７の他方の磁極に環流し，主磁路を形成している。この場合に磁性体突極１８２はＳ極に
磁化されている。同様に励磁部１９１により磁性体突極１８１はＮ極に磁化される。
【０１５２】
　界磁極１７５と界磁極１７６はさらに間隙２０５を介して対向し，励磁コイル１７８が
界磁極１７５と回転軸１１を周回するよう配置されている。界磁極１７５，間隙２０５，
界磁極１７６が磁石要素２０１，２０２，２０３，２０４に並列に接続される励磁磁路を
形成し，間隙２０５を磁気抵抗調整部分として対向面積及び間隙の長さを調整して励磁磁
路の磁気抵抗が主磁路の磁気抵抗より大となるよう設定されている。
【０１５３】
　上記励磁部を構成する部材，磁石要素２０１，２０２，２０３，２０４，界磁極１７５
，界磁極１７６，励磁コイル１７８等は回転軸１１を周回する円環状，円筒状の形状であ
り，構成はシンプルに出来る。励磁部を構成する磁性体部材である界磁極１７５，１７６
には比抵抗が大である圧粉鉄心で構成し，励磁コイル１７８によるパルス電流，交流電流
による磁束が通りやすい構成としている。他に渦電流損を生じ難い比抵抗の大きなバルク
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状磁性体を用いる事も出来る。
【０１５４】
　本実施例で円筒状磁気ヨーク１５はケイ素鋼板の積層体で構成されている。しかし，励
磁部１９１，１９２からの磁束は円筒状磁気ヨーク１５内を軸方向に流れるので円筒状磁
気ヨーク１５の断面積を十分に大に出来ない時は磁束チャネル部１８６と同様に軸方向に
延びる軟鉄ブロックを円筒状磁気ヨーク１５内或いは外周部に配置する事で磁束の軸方向
伝搬を容易に出来る。また，円筒状磁気ヨーク１５は比抵抗の大きいバルク状磁性体で構
成しても良い。
【０１５５】
　図２０に示されるように磁石要素２０１，２０２，２０３，２０４は軸方向の長さが径
方向に変わり，同一素材の永久磁石要素が軸方向長さを変えて並列に接続された状態であ
る。励磁コイル１７８に磁化電流が供給されると，磁石要素２０１，２０２，２０３，２
０４に接する界磁極１７５と界磁極１７６間の磁気ポテンシャル差（起磁力）はほぼ同じ
として各磁石要素内では磁気ポテンシャル差を軸方向長さで除した値に相当する磁界強度
の磁界が加えられる。したがって，軸方向に短い磁石要素が磁化されやすく，軸方向に長
い磁石要素は磁化され難い。
【０１５６】
　当初，磁石要素２０１，２０２，２０３，２０４全体が第一磁化と同様に右方向に磁化
されているとして，励磁コイル１７８に供給する磁化電流により磁石要素２０１，２０２
，２０３，２０４を一括して左方向に励磁すると，磁束は磁界強度が大となる軸方向に短
い側である磁石要素に磁束が集中して磁化される。その結果，左方向の磁化である第二磁
化に含まれる磁石数は励磁コイル１７８に供給される磁化電流の振幅によって定められる
。磁石要素２０１，２０２，２０３，２０４を構成する各磁石要素は同一素材で飽和磁束
密度は同じであるので主磁路の供給される磁束量は第一磁化の磁極表面積，第二磁化の磁
極表面積の差し引きで決まり，図２０では第一磁化の磁束が流れる。磁石要素２０１，２
０２，２０３，２０４を構成する磁石の磁極表面積は径方向の厚さと径位置により変わる
のでそれぞれの磁極表面積を等しくする為に径方向の厚さ，或いは周方向長さを変える。
【０１５７】
　図２０を用いて励磁部１９２の構成及び界磁磁石を励磁する説明をしたが，第一延長部
１７２と対向する励磁部１９１の構成は励磁部１９２と全く同じである。ただ，磁石要素
２０１，２０２，２０３，２０４が界磁極１７５，１７６に対向する磁化方向は励磁部１
９１と逆になるよう励磁コイル１７８に供給する磁化電流の極性を変える。
【０１５８】
　本実施例では磁性体突極１８１，１８２間に集合磁石を有し，周方向に隣接する集合磁
石は互いに略周方向磁化を反転させて隣接する磁性体突極１８１，１８２を互いに異極に
磁化し，図１８に示す例では磁性体突極１８１はＮ極に，磁性体突極１８２はＳ極に磁化
されている。図２０に示されている励磁部１９２は磁石要素２０１，２０２，２０３，２
０４の磁化状態では磁性体突極１８２をＳ極に励磁し，励磁部１９１は磁性体突極１８１
を逆のＮ極に励磁している。したがって，磁性体歯１４を含む電機子側には集合磁石から
の磁束及び励磁部からの磁束が合算されて供給されている。
【０１５９】
　第三実施例と同様に，磁石板１８４，１８５から電機子側に流れる磁束量を基準として
１．０とした場合，磁石要素２０１，２０２，２０３，２０４それぞれからの磁束量が０
．２５となるように寸法が設定されている。この構成により図２０では電機子を流れる磁
束量は磁石板１８４，１８５から電機子側に流れる磁束量を基準として１．５である。
【０１６０】
　磁石要素２０１，２０２，２０３，２０４全てが第一磁化に属する状態で電機子を流れ
る磁束量が最大となる。電機子を流れる磁束量の最小値はゼロであり，磁石要素２０１，
２０２，２０３，２０４全てが第二磁化に属する状態で電機子内に於いて磁石板１８４，
１８５から電機子に流れる磁束が励磁部からの磁束により相殺される場合である。
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【０１６１】
　本実施例では界磁磁石１７７（磁石要素２０１，２０２，２０３，２０４）を磁化方向
長さの異なる磁石要素を並列に接続し，励磁コイル１７８に供給する磁化電流６２の大き
さにより界磁磁石の磁化状態を変えて磁性体突極１８１，１８２及び電機子に流れる磁束
量を変える。その際に励磁コイル１７８は界磁磁石１７７に並列に接続される励磁磁路に
巻回している。この構成により，界磁磁石１７７からの磁束は主磁路及び励磁磁路に流れ
るが，励磁磁路の磁気抵抗を主磁路の磁気抵抗より大に設定して主磁路に流れる磁束量を
大としている。励磁磁路の磁気抵抗を大にする事で励磁コイル１７８が界磁磁石１７７を
磁化する効率を低下させる事になるので励磁磁路の磁気抵抗設定は電機子側に流す磁束量
範囲，励磁コイル１７８への電流供給能力等，回転電機システムの仕様により設定する。
【０１６２】
　また，界磁磁石１７７から磁性体突極１８１，１８２に至る第一延長部１７２，第二延
長部１７３及び磁束チャネル部１８６は軟鉄ブロックで構成して電機子コイル１６が誘起
する交流磁束が界磁磁石１７７に及ぼす影響を軽減し，また界磁磁石１７７を磁化する際
の励磁コイル１７８による磁束パルスが電機子コイル１６に及ぼす影響を軽減する構成と
している。
【０１６３】
　本実施例の表面磁極部１７１の磁極構成は図１８に示されるように磁石板１８４，１８
５により周方向に磁気抵抗の大きい領域及び小さい領域が交互に配置され，磁石トルク及
びリラクタンストルクを利用できる構成である。したがって，磁石トルク及びリラクタン
ストルクを利用する電動機駆動の為の回路及びソフトウエアはそのまま流用する事も可能
である。すなわち，回転電機を電動機として用いる場合に界磁磁石１７７の磁化変更によ
る磁束量制御は離散的に実施し，各段階に於いて細部の磁束量制御は従来と同様に電流の
進み位相制御を用いるよう構成できる。
【０１６４】
　回転電機を発電機として用いる場合に電流の進み位相制御による弱め界磁は用い難いの
で界磁磁石１７７の磁化変更による磁束量制御は離散的に実施し，各段階に於いて細部の
磁束量制御は磁石要素２０１，２０２，２０３，２０４の磁化状態を変更させない程度の
磁束調整電流を励磁コイル１７８に供給して磁束を発生させ，磁石要素２０１，２０２，
２０３，２０４及び磁石板１８４，１８５による磁束に重畳させて電機子を流れる磁束量
を制御する。
【０１６５】
　以上，図１７から図２０に示した回転電機に於いて，界磁磁石１７７の磁化状態を変え
る事で電機子に流れる磁束量を制御できることを説明した。本実施例は電機子を流れる磁
束量を制御して出力を最適化するシステムであり，図６，図１４を用いて回転電機システ
ムとしての制御を説明する。
【０１６６】
　回転電機が電動機として用いられる場合において，磁束量制御を行って回転力を最適に
制御する。制御装置７５は出力７３である回転速度が所定の値より大となり電機子に流れ
る磁束量を小とする時には第二磁化の磁石数を増す方向のパルス電流６２を磁化制御回路
１４３により励磁コイル１７８に供給して第一磁化の磁石数を減じると共に第二磁化の磁
石数を増して電機子を流れる磁束量を小とし，制御装置７５は出力７３である回転速度が
所定の値より小となり電機子に流れる磁束量を大とする時には第一磁化の磁石数を増す方
向のパルス電流６２を磁化制御回路１４３により励磁コイル１７８に供給して第一磁化の
磁石数を増すと共に第二磁化の磁石数を減じて電機子を流れる磁束量を大とする。
【０１６７】
　回転電機が電動機として用いられる上の例において，磁束調整電流を供給しての磁束量
調整を行っていないが，電動機の起動時に可能な限り大きな磁束調整電流を供給し，電機
子コイルと鎖交する磁束量を大として出力トルクを大にする事が出来る。この場合に磁束
調整電流が界磁磁石の磁化状態を変更するに十分な大きさであっても全ての界磁磁石要素
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が第一磁化の磁化方向であるので磁化状態を変更する事には成らない。
【０１６８】
　回転電機が発電機として用いられる場合において，磁束量制御を行って発電電圧を所定
の電圧となるよう制御する定電圧発電システムを説明する。本実施例は界磁磁石の磁化状
態を不可逆的に変更して電機子を流れる磁束量を離散的に制御し，界磁磁石の各磁化状態
では磁束調整電流を励磁コイル１７８に供給して磁束を発生させて電機子を流れる磁束量
を制御する。但し，電機子を流れる磁束量を増やす極性の磁束調整電流を正としている。
【０１６９】
　制御装置７５は出力７３である発電電圧が所定の値より大となり電機子に流れる磁束量
を小とする時には磁束調整回路１４２により励磁コイル１７８に供給する磁束調整電流を
減じて電機子に流れる磁束量を小とし，磁束調整電流が予め定めた値より小である場合に
は第二磁化の磁石数を増す方向のパルス電流６２を磁化制御回路１４３により励磁コイル
１７８に供給して第一磁化の磁石数を減じると共に第二磁化の磁石数を増して電機子を流
れる磁束量を小とする。
【０１７０】
　制御装置７５は出力７３である発電電圧が所定の値より小となり電機子に流れる磁束量
を大とする時には磁束調整回路１４２により励磁コイル１７８に供給する磁束調整電流を
増して電機子に流れる磁束量を大とし，磁束調整電流が予め定めた値より大である場合に
は第一磁化の磁石数を増す方向のパルス電流６２を磁化制御回路１４３により励磁コイル
１７８に供給して第一磁化の磁石数を増すと共に第二磁化の磁石数を減じて電機子を流れ
る磁束量を大とする。
【実施例６】
【０１７１】
　本発明の第六実施例による回転電機システムを図２１から図２３を用いて説明する。第
六実施例は，ラジアルギャップ構造の単極回転子を持つ回転電機システムであり，励磁部
は回転電機の静止側に配置されている。図２１は回転電機の縦断面図，図２２は電機子と
回転子とを示す断面図，図２３は励磁部構成を示す拡大された縦断面図である。
【０１７２】
　図２１はアウターロータ構造の回転電機に本発明を適用した実施例を示している。基板
２１８に固定軸２１１が固定され，固定軸２１１に電機子が固定され，固定軸２１１にベ
アリング２１３を介して回動可能に支持されたロータハウジング２１２に磁性体突極２１
７が配置されている。ロータハウジング２１２は軟鉄を主体とする磁性体で構成されてい
る。
【０１７３】
　電機子は固定軸２１１に固定された円筒状磁気ヨーク２１５と，円筒状磁気ヨーク２１
５から径方向に延びる複数の磁性体歯２１４と，磁性体歯２１４に巻回された電機子コイ
ル２１６とから構成されている。ロータハウジング２１２は外部機器と回転力の伝達の為
のプーリー部２１９を持ち，ロータハウジング２１２には磁性体歯２１４に対向して磁性
体突極２１７と磁気空隙部とが周方向に交互に配置されている。
【０１７４】
　磁性体突極２１７を磁石励磁する励磁部は，固定軸２１１を周回する形状で静止側に配
置され，主要部を第一界磁磁石２１ａ，第二界磁磁石２１ｂ，励磁コイル２１ｃ，界磁極
２１ｄ，円盤状磁極２１ｅとから構成され，励磁部はロータハウジング２１２と円筒状磁
気ヨーク２１５それぞれと磁気的に結合するよう円筒状磁気ヨーク２１５に固定されてい
る。番号２１ｆは固定軸２１１を周回するよう配置された導体層であり，励磁コイル２１
ｃのインダクタンスを減少し且つ磁束を第一界磁磁石２１ａに集中させる為に設けられて
いる。番号２１ｇはロータハウジング２１２表面に形成した同心円状の凹凸を示し，交流
磁束を通り難くする為に形成されている。
【０１７５】
　図２２は図２１のＥ－Ｅ’に沿う電機子及び回転子の断面図を示し，相互の関係を説明
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する為に構成部分の一部に番号を付して示している。電機子は固定軸２１１に固定された
円筒状磁気ヨーク２１５と，円筒状磁気ヨーク２１５から径方向に延び，周方向に磁気空
隙を有する複数の磁性体歯２１４と，磁性体歯２１４に巻回された電機子コイル２１６と
から構成されている。本実施例では２４個の電機子コイル２１６より構成され，それらは
三相に結線されている。磁性体歯２１４と円筒状磁気ヨーク２１５はケイ素鋼板から所定
の型で打ち抜かれた後，積層して構成され，電機子コイル２１６が巻回されている。
【０１７６】
　図２２に於いて，ロータハウジング２１２の内側に磁性体歯２１４に対向してケイ素鋼
板を積層された磁性体突極２１７が周方向に等間隔に８個配置されている。磁性体突極２
１７間は磁気空隙部２２１であり，単に空隙としているが，高速回転で風損がエネルギー
効率或いは音響発生で支障となる時には比抵抗が大で非磁性の樹脂，レジン等を配置する
事が出来る。回転子に界磁磁石は配置されていないが，励磁部により磁性体突極２１７は
ロータハウジング２１２を介して界磁磁石２１ａの一方の磁極に，磁性体歯２１４は界磁
磁石２１ａの他方の磁極に磁気的に結合されて磁化されている。このような構成は単極の
回転電機であって，電動機として或いは発電機として使いにくい点はあるが，構成がシン
プルであるメリットがある。
【０１７７】
　図２３は図２１に示した励磁部の構成及び磁束量制御の原理を説明する為に励磁部の縦
断面図を拡大して示している。図２３に於いて，界磁極２１ｄと円筒状磁気ヨーク２１５
間は軸方向の間隙長さが径方向に変わり，円筒状の磁石要素２３１，２３２，２３３，２
３４が配置されて第一界磁磁石２１ａを構成している。磁石要素２３４は右方向に磁化さ
れ，磁石要素２３１，２３２，２３３は左方向に磁化されている状態を示している。さら
に第二界磁磁石２１ｂは互いに逆方向の磁化を持つ磁石要素２３５，２３６の並列接続で
構成されている。
【０１７８】
　軸と平行に左方向の磁化は磁性体突極２１７をＮ極に磁化して第一磁化であり，逆方向
の磁化は第二磁化とする。磁石要素２３１，２３２，２３３は第一磁化に属し，第二磁化
には磁石要素２３４が属している。第一界磁磁石２１ａの一方の磁極から磁束が界磁極２
１ｄに流入し，円盤状磁極２１ｅ，ロータハウジング２１２，磁性体突極２１７，磁性体
歯２１４，円筒状磁気ヨーク２１５を介して第一界磁磁石２１ａの他方の磁極に環流する
磁路は主磁路を形成している。
【０１７９】
　第二界磁磁石２１ｂを構成する磁石要素２３５，２３６の磁化を変更するに必要な磁界
強度は第一界磁磁石２１ａを構成する磁石要素２３１，２３２，２３３，２３４より十分
に大の磁界強度を有するよう構成され，磁石要素２３５，２３６は磁石要素２３１，２３
２，２３３，２３４を励磁する場合に励磁用磁束が流れる励磁磁路となる。磁石要素２３
１，２３２，２３３，２３４は磁石要素２３５，２３６より磁化変更が容易とし，励磁コ
イル２１ｃに供給される磁化電流は磁石要素２３５，２３６の磁化状態を変更しない程度
に設定されている。
【０１８０】
　また，磁石要素２３５，２３６の磁極面積は等しく設定してそれぞれの飽和磁束量を同
じくし，さらに磁石要素２３１，２３２，２３３，２３４の各飽和磁束量の総和と磁石要
素２３５，２３６それぞれの飽和磁束量をほぼ等しくするよう磁石要素２３１，２３２，
２３３，２３４，及び磁石要素２３５，２３６の諸元が設定されている。
【０１８１】
　通常の運転状態で，磁石要素２３５，２３６からの磁束は互いに相殺されて電機子側へ
流れる磁束量には寄与しない。励磁コイル２１ｃにより磁石要素２３１，２３２，２３３
，２３４を磁化するほどの大きな磁界強度が加えられるとその磁界強度に沿う方向である
磁石要素２３５，２３６の何れかを励磁コイル２１ｃが誘起した磁束が流れ，励磁磁路の
磁気抵抗を実効的に小とする。このように磁石要素２３５，２３６は大きな磁界強度で作
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用する一種の磁路スイッチである。
【０１８２】
　上記励磁部を構成する部材，磁石要素２３１，２３２，２３３，２３４，２３５，２３
６，界磁極２１ｄ，円盤状磁極２１ｅ，励磁コイル２１ｃ等は固定軸２１１を周回する形
状であり，構成はシンプルに出来る。励磁部を構成する磁性体部材である界磁極２１ｄ，
円盤状磁極２１ｅには比抵抗が大である圧粉鉄心で構成し，励磁コイル２１ｃに供給され
るパルス電流，消磁電流による磁束が通りやすい構成としている。他に渦電流損を生じ難
い比抵抗の大きなバルク状磁性体を用いる事も出来る。
【０１８３】
　導体層２１ｆは磁石要素２３１，２３２，２３３，２３４と固定軸２１１間に配置され
ている。励磁コイル２１ｂにパルス状の磁化電流が供給されて磁束が誘起されると，導体
層２１ｆには導体層２１ｆが囲む領域の磁束の変化を妨げる方向の電流が流れるので導体
層２１ｆ内周領域を磁束が流れ難くなって励磁コイル２１ｃと導体層２１ｆ間に配置され
ている磁石要素２３１，２３２，２３３，２３４に磁束が集中される結果となる。さらに
励磁コイル２１ｃに誘起される磁束の流れる磁路の磁気抵抗は大となるので励磁コイル２
１ｃのインダクタンスは減少する。
【０１８４】
　図２３に示されるように磁石要素２３１，２３２，２３３，２３４は軸方向の長さが径
方向に変わり，同一磁石素材が軸方向長さを変えて並列に接続された状態である。この励
磁部構成は図９に示した第三実施例に於ける励磁部と同じであり，更なる構成及び動作原
理の説明は省略する。
【０１８５】
　本実施例では磁石要素２３１，２３２，２３３，２３４を磁化方向長さの異なる磁石要
素を並列に接続して第一界磁磁石２１ａを構成し，励磁コイル２１ｃに供給する磁化電流
の大きさにより第一界磁磁石２１ａの磁化状態を変えて磁性体突極２１７及び電機子に流
れる磁束量を変える。その際に励磁コイル２１ｃは主磁路及び励磁磁路に巻回されている
。主磁路に交流磁束が流れ難く構成されているので第一界磁磁石２１ａを磁化する為に加
えられるパルス状磁束は励磁磁路に集中して第一界磁磁石２１ａを磁化する。また，この
構成により第一界磁磁石２１ａからの磁束は主磁路及び励磁磁路に流れるようとするが，
励磁磁路に一種の磁路スイッチとして機能する第二界磁磁石２１ｂを配置して第一界磁磁
石２１ａからの磁束を流れ難くしている。
【０１８６】
　また，第一界磁磁石２１ａから磁性体突極２１７に至る磁路であるロータハウジング２
１２は軟鉄を主体として構成して電機子コイル２１６が誘起する交流磁束が通り難く構成
して第一界磁磁石２１ａの磁化に及ぼす影響を軽減し，また第一界磁磁石２１ａを磁化す
る際の励磁コイル２１ｃによるパルス状磁束が電機子コイル２１６に及ぼす影響を軽減す
る構成としている。さらに本実施例では同心円状の凹凸２１ｇをロータハウジング２１２
表面に形成して交流磁束を通り難い構成としている。
【０１８７】
　一般に渦電流が存在する場合，交流磁束は磁性体の表面に沿って伝搬する。交流磁束が
伝搬する領域は表面から一定の深さまでに集中し，その深さは交流磁束の角周波数ω，磁
性体の導電率σ，透磁率μ等に反比例する表皮深さ（skin depth），すなわち２／ωσμ
の平方根として知られている。同心円状の凹凸２１ｇの振幅及び四分の一周期を表皮深さ
より大となるよう設定する事が望ましい。本実施例で回転電機の回転速度は毎分数千回転
程度と想定すれば，ロータハウジング２１２を鉄をベースとするバルク状磁性体で構成し
ているので上記寸法を１ミリメートル程度以上に設定する事で本実施例で関連する交流磁
束の伝搬する磁路長さを大にして交流磁束を通り難く出来る。
【０１８８】
　以上，図２１から図２３に示した回転電機に於いて，界磁磁石の磁化状態を変える事で
電機子に流れる磁束量を制御できることを説明した。本実施例は磁束量を制御して出力を



(34) JP 2010-172046 A 2010.8.5

10

20

30

40

50

最適化するシステムであり，図７を用いて回転電機システムとしての制御を説明する。
【０１８９】
　回転電機が電動機として用いられる場合において，磁束量制御を行って回転力を最適に
制御する。制御装置７５は出力７３である回転速度が所定の値より大となり電機子に流れ
る磁束量を小とする時には第二磁化の磁石数を増す方向のパルス電流６２を励磁コイル２
１ｃに供給して第一磁化の磁石数を減じると共に第二磁化の磁石数を増して電機子を流れ
る磁束量を小とし，制御装置７５は出力７３である回転速度が所定の値より小となり電機
子に流れる磁束量を大とする時には第一磁化の磁石数を増す方向のパルス電流６２を励磁
コイル２１ｃに供給して第一磁化の磁石数を増すと共に第二磁化の磁石数を減じて電機子
を流れる磁束量を大とする。
【０１９０】
　回転電機が発電機として用いられる場合において，磁束量制御を行って発電電圧を所定
の電圧となるよう制御する定電圧発電システムを説明する。制御装置７５は出力７３であ
る発電電圧が所定の値より大となり電機子に流れる磁束量を小とする時には第二磁化の磁
石数を増す方向のパルス電流６２を励磁コイル２１ｃに供給して第一磁化の磁石数を減じ
ると共に第二磁化の磁石数を増して電機子を流れる磁束量を小とする。制御装置７５は出
力７３である発電電圧が所定の値より小となり電機子に流れる磁束量を大とする時には第
一磁化の磁石数を増す方向のパルス電流６２を励磁コイル２１ｃに供給して第一磁化の磁
石数を増すと共に第二磁化の磁石数を減じて電機子を流れる磁束量を大とする。
【実施例７】
【０１９１】
　本発明による回転電機システムの第七実施例を図２４から図２８を用いて説明する。第
七実施例は，アキシャルギャップ・ダブルロータ構造の回転電機システムであり，励磁部
は回転電機の静止側に配置されている。図２４は回転電機の縦断面図，図２５（ａ）は電
機子側から見た第一表面磁極部を示す平面図，図２５（ｂ）は第一表面磁極部側から見た
電機子を示す平面図，図２５（ｃ）は電機子側から見た第二表面磁極部を示す平面図，図
２６及び図２７は第一表面磁極部，電機子，第二表面磁極部の周方向に沿う断面図，図２
８は励磁部の拡大された縦断面図である。
【０１９２】
　図２４はアキシャルギャップ・ダブルロータ構造の回転電機に本発明を適用した実施例
を示している。電機子はハウジング２４２に固定された円環状磁気ヨーク２４５から軸と
平行に左側に延びる磁性体歯２４４，軸と平行に右側に延びる磁性体歯２４７が配置され
，磁性体歯２４４及び磁性体歯２４７にはそれぞれ電機子コイル２４６，２４８が巻回さ
れて構成されている。電機子コイル２４６，２４８は一方の極性の電流により磁性体歯２
４４，磁性体歯２４７それぞれから磁束を円環状磁気ヨーク２４５に流入させ，逆極性の
電流により磁性体歯２４４，磁性体歯２４７それぞれへ磁束を環状磁気ヨーク２４５から
流出させるよう直列接続されている。
【０１９３】
　回転軸２４１はベアリング２４３を介してハウジング２４２に回動可能に支持され，第
一表面磁極部２４９が磁性体歯２４４に対向し，第二表面磁極部２４ｃが磁性体歯２４７
に対向して回転軸２４１に配置されている。第一表面磁極部２４９側の磁性体基板２４ａ
に永久磁石２４ｂが埋め込まれ，磁性体基板２４ａの一部である磁性体突極と永久磁石２
４ｂとが周方向に交互に並んで磁性体歯２４４に対向し，第二表面磁極部２４ｃ側の磁性
体基板２４ｄに永久磁石２４ｅが埋め込まれ，磁性体基板２４ｄの一部である磁性体突極
と永久磁石２４ｅとが周方向に交互に並んで磁性体歯２４７に対向している。永久磁石２
４ｂ及び永久磁石２４ｅは互いに異なる極性の磁極が電機子に対向するよう配置され，永
久磁石２４ｂ及び永久磁石２４ｅ内の矢印は磁化の方向を示す。
【０１９４】
　励磁部は，第一表面磁極部２４９の磁性体基板２４ａ及び第二表面磁極部２４ｃの磁性
体基板２４ｄを互いに異なる方向に磁化するよう磁性体基板２４ａに繋がる磁性体円板２
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４ｎ及び磁性体基板２４ｄに繋がる磁性体円板２４ｐと微小間隙を介して対向するよう電
機子の内周部分に配置されている。励磁部は回転軸２４１を周回し，主要部を界磁極２４
ｆ，界磁極２４ｇ，第一界磁磁石２４ｈ，第二界磁磁石２４ｋ，励磁コイル２４ｊとより
構成されている。第一界磁磁石２４ｈ，第二界磁磁石２４ｋはほぼ等量の磁束を電機子側
に流すようそれぞれの磁極表面積，飽和磁束密度等のパラメータが設定されている。磁性
体円板２４ｎ，２４ｐは交流磁束が通り難いよう軟鉄の円板で構成されている。番号２４
ｍは回転軸２４１を周回するよう配置された導体層であり，励磁コイル２４ｊのインダク
タンスを減少し且つ磁束を励磁磁路に集中させる為に設けられている。
【０１９５】
　図２５（ａ）は第一表面磁極部２４９を電機子側から見た平面図を示している。磁性体
基板２４ａに永久磁石２４ｂが埋め込まれ，磁性体基板２４ａの一部である磁性体突極２
５１と永久磁石２４ｂとが周方向に交互に電機子に対向している。図２５（ｃ）は第二表
面磁極部２４ｃを電機子側から見た平面図を示している。磁性体基板２４ｄに永久磁石２
４ｅが埋め込まれ，磁性体基板２４ｄの一部である磁性体突極２５２と永久磁石２４ｅと
が周方向に交互に電機子に対向している。番号２５３は磁性体突極２５１と永久磁石２４
ｂ間，磁性体突極２５２と永久磁石２４ｅ間の磁気的な間隙を示す。
【０１９６】
　図２５（ａ）及び図２５（ｃ）に於いて，永久磁石２４ｂと永久磁石２４ｅとは互いに
異なる極性の磁極が電機子に対向するよう配置されて永久磁石２４ｂではＮ極が，永久磁
石２４ｅではＳ極が図に示されている。また，磁性体突極２５１と永久磁石２４ｅとが電
機子を間に挟んで軸方向に対応し，永久磁石２４ｂと磁性体突極２５２とが電機子を間に
挟んで軸方向に対応するよう配置されている。
【０１９７】
　図２５（ｂ）は電機子を第一表面磁極部２４９側から見た平面図を示している。磁性体
歯２４４には電機子コイル２４６が巻回され，本実施例では９個の電機子コイル２４６を
有し，それらは三相に結線されている。第二表面磁極部２４ｃに対向する磁性体歯２４７
，電機子コイル２４８も同じ構成である。
【０１９８】
　図２６及び図２７は第一表面磁極部２４９及び電機子及び第二表面磁極部２４ｃの周方
向断面を図２５に示したＦ－Ｆ’に沿って示す図である。これらの図により永久磁石２４
ｂと永久磁石２４ｅと励磁部による磁束の流れを説明する。図２６は励磁部が電機子コイ
ル２４６，２４８と鎖交する磁束量を永久磁石２４ｂ及び永久磁石２４ｅのみの場合より
増大させる場合，図２７は励磁部が電機子コイル２４６，２４８と鎖交する磁束量を永久
磁石２４ｂ及び永久磁石２４ｅのみの場合より減少させる場合をそれぞれ示している。
【０１９９】
　図２６，２７に於いて，点線２６１は永久磁石２４ｂからの磁束を示している。永久磁
石２４ｂの一方の磁極から磁束２６１は磁性体歯２４４，円環状磁気ヨーク２４５，隣接
する磁性体歯２４４，磁性体突極２５１を介して永久磁石２４ｂの他方の磁極に環流する
。同様に点線２６２は永久磁石２４ｅからの磁束を示している。永久磁石２４ｅの一方の
磁極から磁束２６２は磁性体歯２４７，円環状磁気ヨーク２４５，隣接する磁性体歯２４
７，磁性体突極２５２を介して永久磁石２４ｅの他方の磁極に環流する。図２４に示され
た第一界磁磁石２４ｈ，第二界磁磁石２４ｋの磁化状態では磁束が励磁部外に殆ど流れず
，磁束２６１，２６２のみが電機子コイル２４６，２４８とそれぞれ鎖交する。
【０２００】
　図２６に於いて，励磁部から供給される磁束は点線２６３で示され，その方向は矢印２
６４で示されている。磁性体突極２５１を永久磁石２４ｂの磁極と異なる極性に磁化し，
磁性体突極２５２を永久磁石２４ｅの磁極と異なる極性に磁化している。この磁束２６３
により電機子コイル２４６，２４８と鎖交する磁束量は永久磁石２４ｂ及び永久磁石２４
ｅのみの場合より増大される。
【０２０１】
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　図２７に於いて，励磁部から供給される磁束は点線２７１で示され，その方向は矢印２
７２で示されている。磁性体突極２５１を永久磁石２４ｂの磁極と同じ極性に磁化し，磁
性体突極２５２を永久磁石２４ｅの磁極と同じ極性に磁化している。この磁束２７１によ
り電機子コイル２４６，２４８と鎖交する磁束量は永久磁石２４ｂ及び永久磁石２４ｅの
みの場合より減少される。
【０２０２】
　励磁部は回転軸２４１を周回するよう構成され，その縦断面は図２４に示されている。
円筒状の界磁極２４ｆ，界磁極２４ｇ間に円筒状の第一界磁磁石２４ｈ，第二界磁磁石２
４ｋが配置され，励磁コイル２４ｊが第一界磁磁石２４ｈ，第二界磁磁石２４ｋを直列に
繋ぐ磁路に磁束を発生させるよう配置されている。
【０２０３】
　励磁コイル２４ｊが誘起する磁束は第一界磁磁石２４ｈ，界磁極２４ｆ，第二界磁磁石
２４ｋ，界磁極２４ｇで構成する励磁磁路を流れるが，同時に磁性体円板２４ｎ，２４ｐ
及び電機子側を含む主磁路にも流れようとする。本実施例では第二界磁磁石２４ｋを磁化
変更容易とし，磁性体円板２４ｎ，２４ｐを交流磁束が流れ難いように軟鉄ブロックで構
成し，主磁路の交流磁束に対する磁気抵抗を大に設定して励磁コイル２４ｊが誘起する磁
束が励磁磁路に集中するように構成している。
【０２０４】
　励磁コイル２４ｊが誘起する磁束は直列接続された第一界磁磁石２４ｈ，第二界磁磁石
２４ｋを流れるのでそれぞれの内部に於ける磁界強度はほぼ同じとなる。したがって，第
一界磁磁石２４ｈ，第二界磁磁石２４ｋの磁化変更に要する磁界強度は異なった値となる
ように磁石の素材を変える必要がある。本実施例では組成の異なったアルニコ磁石を用い
ている。
【０２０５】
　この構成に於いて，第一界磁磁石２４ｈの長さをＬ１，磁化変更に要する磁界強度をＨ
１とし，第二界磁磁石２４ｋの長さをＬ２，磁化変更に要する磁界強度をＨ２としてＨ１
＊Ｌ１がＨ２＊（Ｌ１＋Ｌ２）より大となるよう設定されている。励磁コイル２４ｊに供
給する磁化電流のピーク値と巻回数との積をＡＴとしてそれぞれの界磁磁石の磁化を変更
するＡＴは次のように設定されている。第一界磁磁石２４ｈの磁化を変更するＡＴはＨ１
＊Ｌ１より大に，第二界磁磁石２４ｋの磁化を変更するＡＴはＨ１＊Ｌ１より小で且つＨ
２＊（Ｌ１＋Ｌ２）より大とする。
【０２０６】
　図２８は励磁部の縦断面の上半分を示し，図２８（ａ），（ｂ），（ｃ）はそれぞれ第
一界磁磁石２４ｈ，第二界磁磁石２４ｋの磁化方向の異なる組み合わせを示している。同
図を用いて第一界磁磁石２４ｈ，第二界磁磁石２４ｋの磁化を変更する方法を説明する。
図２６，２７を用いて説明したように磁性体基板２４ａをＳ極に，磁性体基板２４ｄをＮ
極に励磁すると，電機子コイル２４６，２４８と鎖交する磁束量を増し，逆の場合は電機
子コイル２４６，２４８と鎖交する磁束量を減ずるので図２４に於いて外径方向の磁化が
第一磁化であり，内径方向の磁化が第二磁化である。
【０２０７】
　図２８（ａ）は第一界磁磁石２４ｈ，第二界磁磁石２４ｋ共に第一磁化であり，図２６
に示した状態に相当して電機子コイル２４６，２４８と鎖交する磁束量は最大である。励
磁コイル２４ｊに供給する磁化電流は第一界磁磁石２４ｈを第一磁化に磁化する極性で且
つＡＴをＨ１＊Ｌ１より大として第一界磁磁石２４ｈを第一磁化に磁化する。この時，第
二界磁磁石２４ｋは第二磁化となる。さらに励磁コイル２４ｊに供給する磁化電流は第二
界磁磁石２４ｋを第一磁化に磁化する極性で且つＡＴをＨ１＊Ｌ１より小でＨ２＊（Ｌ１
＋Ｌ２）より大として第二界磁磁石２４ｋを第一磁化に磁化する。
【０２０８】
　図２８（ｂ）は第一界磁磁石２４ｈは第一磁化，第二界磁磁石２４ｋは第二磁化であり
，励磁部から電機子側に磁束は供給されない状態である。図２８（ａ）の状態で第二界磁
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磁石２４ｋを第二磁化とするよう励磁コイル２４ｊに第二界磁磁石２４ｋを第二磁化に磁
化する極性で且つＡＴをＨ１＊Ｌ１より小でＨ２＊（Ｌ１＋Ｌ２）より大とする磁化電流
を励磁コイル２４ｊに供給する。
【０２０９】
　図２８（ｃ）は第一界磁磁石２４ｈ，第二界磁磁石２４ｋ共に第二磁化であり，図２７
に示した状態に相当して電機子コイル２４６，２４８と鎖交する磁束量は最小である。励
磁コイル２４ｊに供給する磁化電流は第一界磁磁石２４ｈを第二磁化に磁化する極性で且
つＡＴをＨ１＊Ｌ１より大として第一界磁磁石２４ｈを第二磁化に磁化する。この時，第
二界磁磁石２４ｋは第一磁化の磁化となる。さらに励磁コイル２４ｊに供給する磁化電流
は第二界磁磁石２４ｋを第二磁化に磁化する極性で且つＡＴをＨ１＊Ｌ１より小でＨ２＊
（Ｌ１＋Ｌ２）より大として第二界磁磁石２４ｋを第二磁化に磁化する。
【０２１０】
　以上，図２４から図２８に示した回転電機に於いて，第一界磁磁石２４ｈ，第二界磁磁
石２４ｋの磁化状態を変える事で電機子に流れる磁束量を制御できることを説明した。本
実施例は電機子を流れる磁束量を制御して出力を最適化するシステムであり，図６，図７
を用いて回転電機システムとしての制御を説明する。
【０２１１】
　回転電機が電動機として用いられる場合において，磁束量制御を行って回転力を最適に
制御する。制御装置７５は出力７３である回転速度が所定の値より大となり電機子に流れ
る磁束量を小とする時には第二磁化の磁石数を増す方向のパルス電流６２を励磁コイル２
４ｊに供給して第一磁化の磁石数を減じると共に第二磁化の磁石数を増して電機子を流れ
る磁束量を小とし，制御装置７５は出力７３である回転速度が所定の値より小となり電機
子に流れる磁束量を大とする時には第一磁化の磁石数を増す方向のパルス電流６２を励磁
コイル２４ｊに供給して第一磁化の磁石数を増すと共に第二磁化の磁石数を減じて電機子
を流れる磁束量を大とする。
【０２１２】
　回転電機が発電機として用いられる場合において，磁束量制御を行って発電電圧を所定
の電圧となるよう制御する定電圧発電システムを説明する。制御装置７５は出力７３であ
る発電電圧が所定の値より大となり電機子に流れる磁束量を小とする時には第二磁化の磁
石数を増す方向のパルス電流６２を励磁コイル２４ｊに供給して第一磁化の磁石数を減じ
ると共に第二磁化の磁石数を増して電機子を流れる磁束量を小とする。制御装置７５は出
力７３である発電電圧が所定の値より小となり電機子に流れる磁束量を大とする時には第
一磁化の磁石数を増す方向のパルス電流６２を励磁コイル２４ｊに供給して第一磁化の磁
石数を増すと共に第二磁化の磁石数を減じて電機子を流れる磁束量を大とする。
【０２１３】
　本実施例では電機子コイル２４６，２４８と鎖交する磁束量を離散的に制御しているが
，各状態に於いて励磁コイル２４ｊにより電機子コイル２４６，２４８と鎖交する磁束量
を更に調整する事もまた可能である。例えば，励磁コイル２４ｊは励磁磁路及び主磁路に
同時に磁束を発生させるので第二界磁磁石２４ｋを空隙として算出した磁気抵抗が主磁路
の直流磁束に対する磁気抵抗より大となるよう設定し，第二界磁磁石２４ｋの磁化状態を
変更しない程度の調整電流を励磁コイル２４ｊに供給する。
【０２１４】
　本実施例はアキシャルギャップ構成であるが，同趣旨の構成でラジアルギャップ構成も
可能である。その場合は電機子に於ける磁気ヨーク及び磁性体歯を回転軸と直交する平面
で二分し，励磁部を二分された磁気ヨーク間に配置すると，励磁部が静止側に配置されて
構造をシンプルに出来る。
【実施例８】
【０２１５】
　本発明による回転電機システムの第八実施例を図２９から図３２を用いて説明する。第
八実施例は，アウターロータ構造の回転電機システムであり，励磁部は電機子の内周部分
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に配置されている。回転電機の主要部を磁気的にも物理的にもシールド容易な構成として
インホイールモータに適する構成である。図２９は回転電機の縦断面図，図３０は電機子
と回転子とを示す断面図，図３１は回転子の磁極部分を示す分解斜視図，図３２は励磁部
の拡大された縦断面図である。
【０２１６】
　図２９はラジアルギャップ・アウターロータ構造の回転電機に本発明を適用した実施例
を示し，ロータハウジング２９２がベアリング２９３を介して固定軸２９１に回動可能に
支持されている。磁性体突極と集合磁石とが周方向に交互に並ぶ表面磁極部２９７がロー
タハウジング２９２の内周側に配置され，隣り合う磁性体突極を固定軸２９１と平行の互
いに異なる方向に延長させた第一延長部２９８，第二延長部２９９とを有する。電機子は
磁性体歯２９４が周方向に並んで表面磁極部２９７と対向して内側に配置され，電機子コ
イル２９６が磁性体歯２９４に巻回されている。番号２９５は電機子支持体を示す。
【０２１７】
　励磁部は固定軸２９１外側に固定軸２９１を周回するよう配置されて第一延長部２９８
，第二延長部２９９に微小間隙を介して磁気的に結合し，隣接する磁性体突極を互いに異
極に磁化するよう構成されている。励磁部の主要部は界磁極２９ａ，界磁極２９ｂ，第一
界磁磁石２９ｃ，第一界磁磁石２９ｄ，第二界磁磁石２９ｅ，励磁コイル２９ｆとより構
成される。番号２９ｇは固定軸２９１を周回するよう配置された導体層であり，励磁コイ
ル２９ｆのインダクタンスを減少し且つ磁束を第一界磁磁石２９ｃ，第一界磁磁石２９ｄ
に集中させる為に設けられている。番号２９ｈは第一延長部２９８，第二延長部２９９の
表面に形成した同心円状の凹凸を示し，交流磁束を通り難くする為に形成されている。
【０２１８】
　図３０は図２９のＧ－Ｇ’に沿う電機子及び回転子の断面図を示し，相互の関係を説明
する為に構成部分の一部に番号を付して示されている。磁性体歯２９４には電機子コイル
２９６が巻回され，９個の電機子コイル２９６は三相に結線されている。
【０２１９】
　図３０に於いて，表面磁極部２９７には磁性体突極と集合磁石とが周方向に交互に配置
されている。中間磁性体突極３０３の両側面にほぼ同じ磁化方向の磁石板３０５，３０６
が配置された組み合わせは磁気的には磁石と等価な集合磁石として，回転子の表面磁極部
２９７は一様な磁性体を周方向に等間隔に配置された集合磁石によって区分された磁性体
突極３０１，３０２及び集合磁石とから構成されている。さらに隣接する磁性体突極３０
１，３０２は互いに異なる方向に磁化されるよう隣接する集合磁石の磁化方向は互いに反
転して構成されている。磁性体突極３０１，３０２それぞれの周方向両側面に配置された
磁石板はＶ字状の配置であり，磁石板の交差角度は磁束バリアに好適な角度に設定する。
磁石板３０５，３０６に付された矢印は磁石板３０５，３０６の板面にほぼ直交する磁化
方向を示す。
【０２２０】
　隣接する磁性体突極３０１，３０２のそれぞれは軸と平行の互いに異なる方向に延長さ
れてそれぞれ第一延長部２９８，第二延長部２９９とされている。さらに第一延長部２９
８，第二延長部２９９の一部は円盤状として図２９に示すように励磁部と軸方向に対向す
るよう内周側にまで延びている。
【０２２１】
　番号３０４は第一実施例に於いて番号２４に対応する磁束チャネル部であり，軸方向に
界磁磁束の伝搬供給を容易にする構成としている。ロータハウジング３０２は磁性を持た
ないステンレススチールで構成し，その内周面に形成された軸と平行に延びる凹部に磁束
チャネル部３０４として軟鉄ブロックが配置され，所定の型でケイ素鋼板を打ち抜いて積
層された磁性体突極３０１，３０２，中間磁性体突極３０３が配置され，磁石板３０５，
３０６が配置されている。
【０２２２】
　図３１は回転子の磁極構成を示す分解斜視図である。理解を容易にする為に回転子から
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ロータハウジング２９２を除き，磁性体突極３０１，３０２等を有する中心部と磁性体突
極の第一延長部２９８，第二延長部２９９とを離して示している。第一延長部２９８は軟
鉄をプレス成形して磁性体突極３０１の延長部分となる磁性体突部３１１及び磁性体円板
３１３を一体として構成され，非磁性体部３１５は磁性を持たないステンレススチールで
形成されている。第二延長部２９９は軟鉄をプレス成形して磁性体突極３０２の延長部分
となる磁性体突部３１２及び磁性体円板３１４を一体として構成され，非磁性体部３１５
は磁性を持たないステンレススチールで形成されている。
【０２２３】
　番号２９ｈは第一延長部２９８，第二延長部２９９の表面に形成した同心円状の凹凸を
示し，第６実施例に番号２１ｇで示した同心円状凹凸と同様に交流磁束を通り難くする為
に形成されている。ロータハウジング２９２，第一延長部２９８，第二延長部２９９の軸
方向端面は界磁磁石からの励磁磁束が流れる磁気抵抗に支障を与えない範囲で通風口を設
ける事が出来る。その際に通風口を利用して界磁磁石から磁性体突極３０１，３０２に至
る磁路に短絡環を配置する構成として更に交流磁束を通り難くできる。
【０２２４】
　励磁部は図２９に縦断面が示されるように固定軸２９１を周回するよう構成されている
。図２４に示した第七実施例の励磁部に類似するが，界磁磁石の構成及び磁路構成が異な
っている。すなわち，断面がＣ字状の界磁極２９ａ，界磁極２９ｂ間に長さの異なる円筒
状の磁石要素からなる第一界磁磁石２９ｃ，第一界磁磁石２９ｄが配置され，さらに第一
界磁磁石２９ｃ，第一界磁磁石２９ｄと並列に第二界磁磁石２９ｅが接続され，励磁コイ
ル２９ｆ，導体層２９ｇが配置されている。
【０２２５】
　この構成に於いて，第一界磁磁石２９ｃ，第一界磁磁石２９ｄの一方の磁極から磁束が
界磁極２９ａ，第二界磁磁石２９ｅ，界磁極２９ｂを流れて界磁磁石２９ｃ，界磁磁石２
９ｄの他方の磁極に環流する磁路は励磁磁路を構成し，界磁極２９ａ，磁性体円板３１３
，磁性体突部３１１，磁性体突極３０１，磁性体歯２９４，磁性体突極３０２，磁性体突
部３１２，磁性体円板３１４，界磁極２９ｂは主磁路を構成する。第二界磁磁石２９ｅの
側から見れば第一界磁磁石２９ｃ，第一界磁磁石２９ｄを含む磁路が第二界磁磁石２９ｅ
の励磁磁路となる。第二界磁磁石２９ｅの磁化変更に要する磁界強度が第一界磁磁石２９
ｃ，第一界磁磁石２９ｄの磁化変更に要する磁界強度より小になるようアルニコ磁石の組
成を変えて構成されている。
【０２２６】
　磁性体突極３０１をＮ極に磁化する第一界磁磁石２９ｃ，第一界磁磁石２９ｄ，第二界
磁磁石２９ｅの磁石要素を第一磁化，逆方向の磁化を持つ磁石要素を第二磁化とする。図
２９に於いて，左方向の磁化を持つ第一界磁磁石２９ｃ，第二界磁磁石２９ｅが第一磁化
に属し，右方向の磁化を持つ第一界磁磁石２９ｄは第二磁化に属する。本実施例に於いて
，励磁部は微小間隙を介して磁性体円板３１３，磁性体円板３１４と磁気的に結合して磁
性体突極３０１，磁性体突極３０２を互いに異なる極性に磁化する構成である。界磁磁石
の磁化変更は図３２を参照して説明する。
【０２２７】
　図３２は図２９に示した縦断面図の励磁部の上半分を示した図で，図３２（ａ）～（ｅ
）は第一界磁磁石２９ｃ，第一界磁磁石２９ｄ，第二界磁磁石２９ｅの磁化方向の組み合
わせが異なる場合を示している。本実施例では磁石板３０５，３０６が磁性体突極３０１
，３０２を介して電機子側に供給する磁束量を１．０として第一界磁磁石２９ｃ，第一界
磁磁石２９ｄはそれぞれ０．２５，第二界磁磁石２９ｅは０．５に相当する磁束量を電機
子側に供給するよう寸法諸元が設定されている。
【０２２８】
　第一界磁磁石２９ｃ及び第一界磁磁石２９ｄと第二界磁磁石２９ｅとは直列接続で閉磁
路を構成するのでそれぞれの界磁磁石の磁化状態を変更する方法は実施例三ないし実施例
六とは若干異なる。第一界磁磁石２９ｃ，第一界磁磁石２９ｄ，第二界磁磁石２９ｅの長
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さを順にＬ１，Ｌ２，Ｌ３とし，第一界磁磁石２９ｃ，第一界磁磁石２９ｄを磁化変更す
るに必要な磁界強度をＨ１，第二界磁磁石２９ｅを磁化変更するに必要な磁界強度をＨ３
としてＨ１＊Ｌ１＞Ｈ１＊Ｌ２＞Ｈ３＊（Ｌ３＋Ｌ１）を満たすように構成されている。
第二界磁磁石２９ｅが最も磁化容易である。
【０２２９】
　この構成に於いて，励磁コイル２９ｆに供給する磁化電流のピーク値と巻回数との積を
ＡＴとしてそれぞれの界磁磁石の磁化を変更するＡＴを次のように設定されている。すな
わち，第一界磁磁石２９ｃの磁化を変更するＡＴはＨ１＊Ｌ１より大に設定され，第一界
磁磁石２９ｄの磁化を変更するＡＴはＨ１＊Ｌ１より小で且つＨ１＊Ｌ２より大に設定さ
れ，第二界磁磁石２９ｅの磁化を変更するＡＴはＨ１＊Ｌ２より小で且つＨ３＊（Ｌ３＋
Ｌ１）より大に設定されている。
【０２３０】
　図３２（ａ）に於いて，第一界磁磁石２９ｃ，第一界磁磁石２９ｄ，第二界磁磁石２９
ｅの磁化は右方向である第二磁化であって励磁部から電機子側に供給される磁束量は－１
．０に相当し，磁石板３０５，３０６による磁束量を加えた総合磁束量は０．０である。
第一界磁磁石２９ｃの磁化を右方向に磁化する磁化電流を励磁コイル２９ｆに供給し，そ
の後に第二界磁磁石２９ｅのみの磁化を右方向に磁化する磁化電流を励磁コイル２９ｆに
供給して図３２（ａ）に示す磁化状態にする。
【０２３１】
　図３２（ｂ）は図３２（ａ）に於いて第一界磁磁石２９ｄの磁化を左方向に変更し，第
一界磁磁石２９ｃの磁化を変更しないレベルの磁化電流を励磁コイル２９ｆに供給した場
合の磁化状態を示している。この場合，電機子側に供給される総合磁束量は０．５である
。
【０２３２】
　図３２（ｃ）は図３２（ｂ）に於いて第一界磁磁石２９ｄの磁化を右方向に変更する磁
化電流を励磁コイル２９ｆに供給した場合の磁化状態を示している。この場合，電機子側
に供給される総合磁束量は０．０である。図３２（ａ）に於いて第二界磁磁石２９ｅの磁
化のみを反転させる磁化電流を励磁コイル２９ｆに供給しても結果は同じである。
【０２３３】
　図３２（ｄ）は図３２（ｃ）に於いて第一界磁磁石２９ｃの磁化を左方向に変更する磁
化電流を励磁コイル２９ｆに供給し，その後に第一界磁磁石２９ｄの磁化を右方向に変更
し，第一界磁磁石２９ｃの磁化を変更しないレベルの磁化電流を励磁コイル２９ｆに供給
した場合の磁化状態を示している。この場合，電機子側に供給される総合磁束量は１．５
である。
【０２３４】
　図３２（ｅ）は図３２（ｄ）に於いて第一界磁磁石２９ｄの磁化を左方向に変更する磁
化電流を励磁コイル２９ｆに供給し，その後に第二界磁磁石２９ｅの磁化を右方向に変更
し，第一界磁磁石２９ｄの磁化を変更しないレベルの磁化電流を励磁コイル２９ｆに供給
した場合の磁化状態を示している。この場合，電機子側に供給される総合磁束量は２．０
である。
【０２３５】
　以上，図２９から図３２に示した回転電機に於いて，第一界磁磁石２９ｃ，第一界磁磁
石２９ｄ，第二界磁磁石２９ｅの磁化状態を変える事で電機子に流れる磁束量を制御でき
ることを説明した。本実施例は電機子を流れる磁束量を制御して出力を最適化するシステ
ムであり，図６，図７を用いて回転電機システムとしての制御を説明する。
【０２３６】
　回転電機が電動機として用いられる場合において，磁束量制御を行って回転力を最適に
制御する。制御装置７５は出力７３である回転速度が所定の値より大となり電機子に流れ
る磁束量を小とする時には第二磁化の磁石数を増す方向のパルス電流６２を励磁コイル２
９ｆに供給して第一磁化の磁石数を減じると共に第二磁化の磁石数を増して電機子を流れ
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る磁束量を小とし，制御装置７５は出力７３である回転速度が所定の値より小となり電機
子に流れる磁束量を大とする時には第一磁化の磁石数を増す方向のパルス電流６２を励磁
コイル２９ｆに供給して第一磁化の磁石数を増すと共に第二磁化の磁石数を減じて電機子
を流れる磁束量を大とする。
【０２３７】
　回転電機が発電機として用いられる場合において，磁束量制御を行って発電電圧を所定
の電圧となるよう制御する定電圧発電システムを説明する。制御装置７５は出力７３であ
る発電電圧が所定の値より大となり電機子に流れる磁束量を小とする時には第二磁化の磁
石数を増す方向のパルス電流６２を励磁コイル２９ｆに供給して第一磁化の磁石数を減じ
ると共に第二磁化の磁石数を増して電機子を流れる磁束量を小とする。制御装置７５は出
力７３である発電電圧が所定の値より小となり電機子に流れる磁束量を大とする時には第
一磁化の磁石数を増す方向のパルス電流６２を励磁コイル２９ｆに供給して第一磁化の磁
石数を増すと共に第二磁化の磁石数を減じて電機子を流れる磁束量を大とする。
【０２３８】
　本実施例の構成はまた回転子の磁極構造を第七実施例のように磁性体基板内に永久磁石
を埋め込んだ構造にも適用可能である。すなわち，円筒状磁性体基板の内周側に軸方向に
延びる永久磁石板を埋め込み，電機子には周方向に永久磁石と円筒状磁性体基板の一部で
ある磁性体突極とが交互に並ぶ二つの円筒状回転子を軸方向に並べて電機子と対向させる
。二つの円筒状回転子それぞれで永久磁石は径方向磁化を持ち，同一極性の磁極面が電機
子に対向する共に二つの円筒状回転子に於ける永久磁石の磁化方向は互いに逆とし，且つ
一方の円筒状回転子の永久磁石には他方の円筒状回転子の磁性体突極が軸方向に対応する
よう構成される。二つの円筒状回転子に於ける円筒状磁性体基板は励磁部により互いに異
極に磁化されるので磁気的には分離して配置される。
【実施例９】
【０２３９】
　本発明の第九実施例による回転電機システムを図３３，図３４を用いて説明する。第九
実施例に於ける励磁部は，第三実施例の励磁部を簡略にした構成である。図３３は回転電
機の縦断面図，図３４は電機子と回転子とを示す断面図である。
【０２４０】
　図３３はラジアルギャップ構造の回転電機に本発明を適用した実施例を示し，回転軸１
１がベアリング１３を介してハウジング１２に回動可能に支持されている。電機子の構成
は第一実施例と同じであるので説明は省略する。回転子は磁性体突極と集合磁石とが周方
向に交互に並ぶ表面磁極部３３１，隣り合う磁性体突極を回転軸１１と平行の互いに異な
る方向に延長させた第一延長部９２，第二延長部９３とを有する。
【０２４１】
　回転子の表面磁極部３３１の内側には励磁部が配置されて第一延長部９２，第二延長部
９３に結合し，隣接する磁性体突極は互いに異極に磁化されるよう配置されている。励磁
部は界磁極３３２，３３３，第二界磁磁石３３４，励磁コイル３３５を主要部として構成
されている。励磁コイル３３５にはブラシ９ａ，スリップリング９ｂを介して図示してい
ない制御部に接続され，番号９４は回転軸１１を周回するよう配置された導体層を示して
いる。
【０２４２】
　図３４は図３３のＨ－Ｈ’に沿う電機子及び回転子の断面図を示し，相互の関係を説明
する為に構成部分の一部に番号を付して示されている。電機子の構成は第一の実施例と同
じである。回転子の構成は表面磁極部が図１８に示す第五実施例の表面磁極部と同じであ
り，第一磁性体突極１８１，第二磁性体突極１８２はそれぞれ図３３に於いて軸方向の左
及び右方向に延伸されて第一延長部９２，第二延長部９３とされている。表面磁極部の構
成は第五実施例で説明されているので更なる説明は省略する。
【０２４３】
　本実施例では磁性体突極１８１，１８２間には集合磁石が配置され，集合磁石を構成す
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る磁石板１８４，１８５を磁化を変更しない固定の第一界磁磁石とし，第二界磁磁石３３
４の磁化状態を可変とする構成である。本実施例の構成に於いて集合磁石と第二界磁磁石
３３４とは並列に接続され，磁性体突極１８１，磁性体歯１４，磁性体突極１８２が主磁
路を構成する。界磁極３３２，第一延長部９２，磁性体突極１８１，磁性体板１８４，中
間磁性体突極１８３，磁石板１８５，磁性体突極１８２，第二延長部９３，界磁極９６が
第二界磁磁石３３４の励磁磁路を構成している。
【０２４４】
　本実施例の第一延長部９２，第二延長部９３は第三実施例と同じ形状であるが，励磁磁
路に含まれ，第二界磁磁石３３４の磁化状態を変更する場合に励磁コイル３３４によって
誘起されるパルス状磁束が流れるので鉄粉を押し固めた比抵抗の大きな圧粉鉄心で構成さ
れている。励磁コイル３３５は第二界磁磁石３３４を含む励磁磁路に巻回されている。
【０２４５】
　以上に本実施例の構成を説明したように励磁部の構成は励磁磁路の一部が異なるのみで
本実施例の第二界磁磁石３３４と図９に示される界磁磁石９７とは同じ構成である。従っ
て，第二界磁磁石３３４の磁化状態変更，システム動作等は第三実施例と同じであり，詳
細な説明は省略する。
【０２４６】
　本実施例が第三実施例と大きく異なる点は，第二界磁磁石３３４の磁化状態を変更する
際に励磁コイル３３５によって誘起されるパルス状磁束が電機子側に流入する事である。
磁石板１８４，１８５の厚みを小として前記パルス状磁束の電機子側への流入を抑制でき
るが，これはまた第二界磁磁石３３４からの磁束を磁石板１８４，１８５で短絡させる事
になるので妥協せざるを得ない。したがってパルス状磁束は電機子コイル１６と鎖交し，
大きな電圧パルスが電機子コイル１６両端に現れるので電機子コイル１６に接続される電
子回路は耐電圧特性の優れた素子を使う必要がある。これは界磁磁石の磁化変更に際して
生じる可能性のある不具合を回避するコストを如何に負担するかの手段の差である。第一
実施例から第八実施例では励磁部構成にコストを費やして電機子コイル周辺の電子回路で
のコスト負担を軽減させ，本実施例では磁路構成をシンプルとして電機子コイル周辺の電
子回路でコストを費やして不具合を回避している。回転電機システムの仕様に応じて最適
の構成を選択する。
【実施例１０】
【０２４７】
　本発明の第十実施例による回転電機システムを図３５を用いて説明する。第十実施例は
第五実施例の回転電機システムをハイブリッドカーの発電機兼電動機システムとして用い
た回転電機システムである。
【０２４８】
　同図に於いて，番号３５１は第五実施例で示した回転電機を示し，回転電機３５１はハ
イブリッドカーのエンジン３５２とベルトで回転力を伝達するよう結合された回転軸３５
９を持ち，回転軸３５９の回転力はトランスミッション３５３を介して駆動軸３５ａに伝
えられる。制御装置３５４は上位制御装置からの指令３５ｂを受け，駆動回路３５５を介
して回転電機３５１を電動機として駆動し，磁束量制御回路３５６を介して電機子に流入
する磁束量を制御する。更に制御装置３５４は上位制御装置からの指令３５ｂを受け，電
機子コイル１６の引き出し線３５ｃに現れる発電電力を整流回路３５７を介して整流し，
バッテリー３５８を充電する構成としている。制御装置３５４は指令３５ｂの指示により
駆動回路３５５を介して回転電機３５１を電動機として駆動し，エンジン３５２の回転を
アシスト或いは単独で回転軸３５９を回転駆動させ，トランスミッション３５３，駆動軸
３５ａを介してハイブリッドカーの駆動力に寄与する。
【０２４９】
　低回転速度域で磁石トルクを強化する必要がある場合は第一磁化の磁石数を増す方向の
パルス電流６２を磁化制御回路１４３により励磁コイル１７８に供給して第一磁化の磁石
数を増すと共に第二磁化の磁石数を減じて電機子を流れる磁束量を大とする。高回転速度
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域で弱め界磁とする場合には第二磁化の磁石数を増す方向のパルス電流６２を磁化制御回
路１４３により励磁コイル１７８に供給して第一磁化の磁石数を減じると共に第二磁化の
磁石数を増して電機子を流れる磁束量を小とする。
【０２５０】
　エンジン３５２の回転力のみでハイブリッドカーを駆動する時は，指令３５ｂにより電
機子コイル１６の引き出し線３５ｃに現れる発電電力を整流回路３５７を介して直流に変
え，バッテリー３５８を充電させる。その場合に制御装置３５４は発電電圧がバッテリー
３５８を充電する最適な電圧より大である場合は磁束量制御回路３５６を介して磁束調整
回路１４２により励磁コイル１７８に供給する磁束調整電流を減じて電機子に流れる磁束
量を小とし，磁束調整電流が予め定めた値より小となる場合には第二磁化の磁石数を増す
方向のパルス電流６２を磁化制御回路１４３により励磁コイル１７８に供給して第一磁化
の磁石数を減じると共に第二磁化の磁石数を増して電機子を流れる磁束量を小とする。
【０２５１】
　制御装置３５４は発電電圧がバッテリー３５８を充電する最適な電圧より小である場合
は磁束量制御回路３５６を介して磁束調整回路１４２により励磁コイル９８に供給する磁
束調整電流を増して電機子に流れる磁束量を大とし，磁束調整電流が予め定めた値より大
となる場合には第一磁化の磁石数を増す方向のパルス電流６２を磁化制御回路１４３によ
り励磁コイル１７８に供給して第一磁化の磁石数を増すと共に第二磁化の磁石数を減じて
電機子を流れる磁束量を大とする。
【０２５２】
　バッテリー３５８に充電する場合に回転電機システムを定電圧発電機システムとする事
で発電電圧を変換するコンバータは不要である。また，更にバッテリー３５８が電圧の種
類の異なる複数種のバッテリーで構成される場合でも切り替え回路を付け加えてそれぞれ
のバッテリーに最適の発電電圧に制御する事で高価なコンバータを不要に出来る。
【０２５３】
　本実施例はまたハイブリッドカーの制動時に於けるエネルギー回収システムとしても有
効に機能する。指令３５ｂを通じて回生制動の指示を受けると，制御装置３５４は磁束量
制御回路３５６を介して第一磁化の磁石数を増す方向のパルス電流６２を磁化制御回路１
４３により励磁コイル１７８に供給して第一磁化の磁石数を増すと共に第二磁化の磁石数
を減じて電機子を流れる磁束量を大とし，発電電力でバッテリー３５８に充電させる。
【０２５４】
　電機子コイル１６と鎖交する磁束量は増えるので取り出せる電力は大きく，電気二重層
コンデンサ他の蓄電システムに一時的に蓄えて制動力の確保とエネルギー回収を大にする
。回転電機３５１は駆動用電動機として用いられる体格であるので回生制動用の発電機と
して十分な制動力を発生できる。
【０２５５】
　本実施例はハイブリッドカーの発電機兼電動機として用いた回転電機システムであるが
，電気自動車に於ける回転電機システムとする事も当然に可能である。その場合には上記
実施例に於いてハイブリッドカーのエンジン３５２を取り除き，本発明による回転電機シ
ステムのみで電気自動車を駆動し，制動時に於けるエネルギー回収システムを構成する。
【０２５６】
　以上，本発明の回転電機システムについて，実施例を挙げて説明した。これらの実施例
は本発明の趣旨，目的を実現する例を示したのであって本発明の範囲を限定するわけでは
無い。例えば，上記の実施例に於いて電機子は磁性体歯を有する構造が示されたが，従来
のアキシャルギャップ構成の回転電機では磁性体歯を配置しない構造例も存在する。また
，ラジアルギャップ構成に於いても電機子構成を円筒状磁気ヨーク上に印刷配線された電
機子コイルを配置して磁性体歯を持たない例も存在する。本発明は磁性体歯の有無に拘わ
らず適用可能であり，回転電機システムの仕様に沿って最適の電気子構成を採用する事が
出来る。上記実施例を組み合わせる，或いは実施例の一部を組み合わせて本発明の趣旨，
目的を実現するシステムを完成させる等が可能な事は勿論である。
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【産業上の利用可能性】
【０２５７】
　永久磁石励磁の回転電機システムに於いて，同種の磁化に励磁される磁性体突極には励
磁部から一括して界磁磁束を供給する構成とし，励磁部に配置した界磁磁石の磁化状態を
励磁コイルに流す磁化電流より不可逆的に変えて電機子側に流入する磁束量を制御する。
界磁磁石の磁化状態を変更する際に励磁コイルに供給される電流パルスの影響が電機子コ
イルに及び難い構成として回転電機の運転に支障が無い構成を提案している。
【０２５８】
　本発明を適用した回転電機システムは従来の回転電機と同様に高出力の電動機として利
用できる事に加えて実用出来る回転速度範囲を拡大し，更に発電機能を改善し，またその
発電機能を制御できる。移動体の発電機兼電動機システムに用いて，駆動用電動機として
は従来以上の回転速度範囲での使用が期待できる他に制動時のエネルギー回収を可能とし
て総合的なエネルギー消費量を改善できる。更に定電圧発電機システムとして広い回転速
度範囲で発電電圧を一定に制御できるので定電圧制御回路を不要とし，更に電圧の異なる
複数種のバッテリー充電にもコンバータを不要に出来，全体のシステムコストを低減出来
る。
【符号の説明】
【０２５９】
１１・・・回転軸，　　　　　　　　　　　１２・・・ハウジング，
１３・・・ベアリング，　　　　　　　　　１４・・・磁性体歯，
１５・・・円筒状磁気ヨーク，　　　　　　１６・・・電機子コイル，
１７・・・表面磁極部，　　　　　　　　　１８・・・第一延長部，
１９・・・第二延長部，　　　　　　　　　１ａ，１ｅ・・非磁性体部，
１ｂ・・・内側磁極，　　　　　　　　　　１ｃ・・・円環状磁極，
１ｄ・・・外側磁極，　　　　　　　　　　１ｆ・・・励磁磁極，
１ｇ・・・励磁コイル，　　　　　　　　　１ｈ・・・可動磁極，
１ｊ・・・界磁磁石，　　　　　　　　　　１ｋ・・・制御棒，
１ｍ・・・アクチュエータ，　　　　　　　１ｎ・・・間隙，
１ｐ・・・冷却ファン
２１，２２・・・磁性体突極，　　　　　　２３・・・磁気空隙部，
２４・・・磁束チャネル部，　　　　　　　２５・・・延長部，
２６・・・可飽和磁性体部，　　　　　　　２７・・・可飽和磁性体結合部，
２８・・・短絡環
３１・・・磁性体突部，　　　　　　　　　３２・・・環状磁気コア部分，
３３・・・円筒状磁気コア，　　　　　　　３４・・・非磁性体部，
３５・・・励磁部
４１・・・外径方向の磁化を持つ界磁磁石領域，
４２・・・内径方向の磁化を持つ界磁磁石領域
６１・・・消磁電流，　　　　　　　　　　６２・・・パルス電流，
６３・・・制御電流，　　　　　　　　　　６４，６５・・時間
７１・・・回転電機装置，　　　　　　　　７２・・・入力，
７３・・・出力，　　　　　　　　　　　　７４・・・状態信号，
７５・・・制御装置，　　　　　　　　　　７６・・・制御信号，
７７・・・駆動回路
８１・・・励磁磁極，　　　　　　　　　　８２・・・外側磁極
９１・・・表面磁極部，　　　　　　　　　９２・・・第一延長部，
９３・・・第二延長部，　　　　　　　　　９４・・・導体層，
９５，９６・・界磁極，　　　　　　　　　９７・・・界磁磁石，
９８・・・励磁コイル，　　　　　　　　　９９・・・非磁性体部，
９ａ・・・ブラシ，　　　　　　　　　　　９ｂ・・・スリップリング
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１０１，１０２・・磁性体突極，　　　　　１０３・・・永久磁石，
１０４・・・磁束チャネル部，　　　　　　１０５・・・可飽和磁性体部，
１０６・・・磁気空隙部
１１１，１１２・・磁性体突部，　　　　　１１３，１１４・・非磁性体部，
１１５・・・励磁部の一部
１２１，１２２，１２３，１２４・・磁石要素，
１２５・・・間隙
１４１・・・切換スイッチ，　　　　　　　１４２・・・磁束調整回路，
１４３・・・磁化制御回路
１５１・・・界磁磁石，　　　　　　　　　１５２，１５３・・界磁極，
１５４・・・励磁コイル，　　　　　　　　１５５・・・Ｃ字状の環状磁気コア，
１５６・・・間隙
１７１・・・表面磁極部，　　　　　　　　１７２・・・第一延長部，
１７３・・・第二延長部，　　　　　　　　１７４・・・回転子支持体，
１７５，１７６・・界磁極，　　　　　　　１７７・・・界磁磁石，
１７８・・・励磁コイル
１８１，１８２・・・磁性体突極，　　　　１８３・・・中間磁性体突極，
１８４，１８５・・磁石板，　　　　　　　１８６・・・磁束チャネル部，
１８７・・・スリット
１９１，１９２・・励磁部，　　　　　　　１９３，１９４・・磁性体突部，
１９５，１９６・・非磁性体部
２０１，２０２，２０３，２０４・・磁石要素，
２０５・・・間隙
２１１・・・固定軸，　　　　　　　　　　２１２・・・ロータハウジング，
２１３・・・ベアリング，　　　　　　　　２１４・・・磁性体歯，
２１５・・・円筒状磁気ヨーク，　　　　　２１６・・・電機子コイル，
２１７・・・磁性体突極，　　　　　　　　２１８・・・基板，
２１９・・・プーリー部，　　　　　　　　２１ａ・・・第一界磁磁石，
２１ｂ・・・第二界磁磁石，　　　　　　　２１ｃ・・・励磁コイル，
２１ｄ・・・界磁極，　　　　　　　　　　２１ｅ・・・円盤状磁極，
２１ｆ・・・導体層，　　　　　　　　　　２１ｇ・・・同心円状の凹凸
２２１・・・磁気空隙部
２３１，２３２，２３３，２３４，２３５，２３６・・磁石要素，
２４１・・・回転軸，　　　　　　　　　　２４２・・・ハウジング，
２４３・・・ベアリング，　　　　　　　　２４４，２４７・・磁性体歯，
２４５・・・円環状磁気ヨーク，　　　　　２４６，２４８・・電機子コイル，
２４９・・・第一表面磁極部，　　　　　　２４ａ，２４ｄ・・磁性体基板，
２４ｂ，２４ｅ・・永久磁石，　　　　　　２４ｃ・・・第二表面磁極部，
２４ｆ，２４ｇ・・界磁極，　　　　　　　２４ｈ・・・第一界磁磁石，
２４ｊ・・・励磁コイル，　　　　　　　　２４ｋ・・・第二界磁磁石，
２４ｍ・・・導体層，　　　　　　　　　　２４ｎ，２４ｐ・・磁性体円板
２５１，２５２・・磁性体突極，　　　　　２５３・・・磁気間隙
２６１・・・永久磁石２４ｂからの磁束，　２６２・・・永久磁石２４ｅからの磁束，
２６３・・・励磁部から供給される磁束，　２６４・・・磁束２６３の方向
２７１・・・励磁部から供給される磁束，　２７２・・・磁束２７１の方向
２９１・・・固定軸，　　　　　　　　　　２９２・・・ロータハウジング，
２９３・・・ベアリング，　　　　　　　　２９４・・・磁性体歯，
２９５・・・電機子支持体，　　　　　　　２９６・・・電機子コイル，
２９７・・・表面磁極部，　　　　　　　　２９８・・・第一延長部，
２９９・・・第二延長部，　　　　　　　　２９ａ，２９ｂ・・界磁極，
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２９ｃ，２９ｄ・・第一界磁磁石，　　　　２９ｅ・・・第二界磁磁石，
２９ｆ・・・励磁コイル，　　　　　　　　２９ｇ・・・導体層，
２９ｈ・・・同心円状の凹凸
３０１，３０２・・磁性体突極，　　　　　３０３・・・中間磁性体突極，
３０４・・・磁束チャネル部，　　　　　　３０５，３０６・・磁石板
３１１，３１２・・磁性体突部，　　　　　３１３，３１４・・磁性体円板，
３１５・・・非磁性体部
３３１・・・表面磁極部，　　　　　　　　３３２，３３３・・界磁極，
３３４・・・第二界磁磁石，　　　　　　　３３５・・・励磁コイル
３５１・・・第五の実施例で示した回転電機装置，
３５２・・・ハイブリッドカーのエンジン，
３５３・・・トランスミッション，　　　　３５４・・・制御装置，
３５５・・・駆動回路，　　　　　　　　　３５６・・・磁束量制御回路，
３５７・・・整流回路，　　　　　　　　　３５８・・・バッテリー，
３５９・・・回転軸，　　　　　　　　　　３５ａ・・・駆動軸，
３５ｂ・・・上位制御装置からの指令，　　３５ｃ・・・電機子コイルの引き出し線
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【手続補正書】
【提出日】平成21年5月19日(2009.5.19)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項１】
電機子コイルを有する電機子と，電機子と対向して周方向に配置された複数の磁性体突極
を有する表面磁極部と，同種の極性に磁化されるべき磁性体突極グループ毎に一括して磁
化する励磁部とを有し，表面磁極部と電機子とは軸を中心に相対的に回転可能である回転
電機装置であって，励磁部は界磁磁石と，界磁磁石の磁化を変更する励磁コイルとを有し
，同種極性に磁化されるべき磁性体突極が電機子と離れる方向である径方向或いは軸方向
に延伸されて界磁磁石に一括して磁気的に接続され，前記界磁磁石のＮ極或いはＳ極の何
れか一方の磁極から流れる磁束が磁性体突極及び電機子を介して界磁磁石の他方の磁極に
環流する主磁路と，前記界磁磁石の一方の磁極から出た磁束が主として励磁部内で界磁磁
石の他方の磁極に環流する励磁磁路とが並列に界磁磁石に接続され，励磁コイルは励磁磁
路に加えて界磁磁石を含む磁路に磁束を誘起するよう配置され，回転電機装置の出力を最
適化するように前記出力に応じて励磁コイルに磁化電流を供給して界磁磁石の磁化状態を
不可逆的に変え，電機子に流れる磁束量が制御される事を特徴とする回転電機システム
【手続補正２】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項５】
請求項１記載の回転電機システムに於いて，表面磁極部は周方向に隣接する磁性体突極を
互いに異極に磁化する永久磁石を有し，界磁磁石の第一磁化と前記永久磁石とが磁性体突
極を同種の極性に磁化するよう前記永久磁石の磁化方向が設定され，電機子を流れる磁束
量は界磁磁石全体が第一磁化とされる最大値から電機子内に於いて前記永久磁石からの磁
束と界磁磁石からの磁束とが相殺されるよう第二磁化の磁極面積が第一磁化の磁極面積よ
り大とされる最小値までの範囲となるよう構成されている事を特徴とする回転電機システ
ム
【手続補正３】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項６】
請求項１記載の回転電機システムに於いて，磁化容易さが互いに異なる第一界磁磁石及び
第二界磁磁石が磁性体間に配置された並列接続として界磁磁石が構成され，励磁コイルは
第一界磁磁石及び第二界磁磁石及び前記磁性体で構成する閉磁路に磁束を発生させ，第一
界磁磁石及び第二界磁磁石は互いに他を励磁磁路の一部とするよう配置されていることを
特徴とする回転電機システム
【手続補正４】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項２０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項２０】
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電機子コイルを有する電機子と，電機子と対向して周方向に配置された複数の磁性体突極
を有する表面磁極部と，同種の極性に磁化されるべき磁性体突極グループ毎に一括して磁
化する励磁部とを有し，表面磁極部と電機子とは軸を中心に相対的に回転可能である回転
電機装置の磁束量制御方法であって，励磁部は界磁磁石と，界磁磁石の磁化を変更する励
磁コイルとを有し，同種極性に磁化されるべき磁性体突極を電機子と離れる方向である径
方向或いは軸方向に延伸して界磁磁石に一括して磁気的に接続し，前記界磁磁石のＮ極或
いはＳ極の何れか一方の磁極から流れる磁束が磁性体突極及び電機子を介して界磁磁石の
他方の磁極に環流する主磁路と，励磁コイルを流れる電流により生起された磁束が界磁磁
石を含んで主として励磁部内で環流する励磁磁路とを界磁磁石に並列に接続し，励磁コイ
ルに磁化電流を供給して界磁磁石の磁化状態を不可逆的に変えて電機子を流れる磁束量を
制御する磁束量制御方法
【手続補正５】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項２３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項２３】
請求項２０記載の磁束量制御方法に於いて，磁化変更に必要な磁界強度が互いに異なる第
一界磁磁石及び第二界磁磁石を磁性体間に配置された並列接続として界磁磁石を構成し，
励磁コイルは第一界磁磁石及び第二界磁磁石及び前記磁性体で構成する閉磁路に磁束を発
生させる磁束量制御方法
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
　請求項１の発明による回転電機システムは，電機子コイルを有する電機子と，電機子と
対向して周方向に配置された複数の磁性体突極を有する表面磁極部と，同種の極性に磁化
されるべき磁性体突極グループ毎に一括して磁化する励磁部とを有し，表面磁極部と電機
子とは軸を中心に相対的に回転可能である回転電機装置であって，励磁部は界磁磁石と，
界磁磁石の磁化を変更する励磁コイルとを有し，同種極性に磁化されるべき磁性体突極が
電機子と離れる方向である径方向或いは軸方向に延伸されて界磁磁石に一括して磁気的に
接続され，前記界磁磁石のＮ極或いはＳ極の何れか一方の磁極から流れる磁束が磁性体突
極及び電機子を介して界磁磁石の他方の磁極に環流する主磁路と，前記界磁磁石の一方の
磁極から出た磁束が主として励磁部内で界磁磁石の他方の磁極に環流する励磁磁路とが並
列に界磁磁石に接続され，励磁コイルは励磁磁路に加えて界磁磁石を含む磁路に磁束を誘
起するよう配置され，回転電機装置の出力を最適化するように前記出力に応じて励磁コイ
ルに磁化電流を供給して界磁磁石の磁化状態を不可逆的に変え，電機子に流れる磁束量が
制御される事を特徴とする。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２０】
　請求項５の発明は，請求項１記載の回転電機システムに於いて，表面磁極部は周方向に
隣接する磁性体突極を互いに異極に磁化する永久磁石を有し，界磁磁石の第一磁化と永久
磁石とが磁性体突極を同種の極性に磁化するよう永久磁石の磁化方向が設定され，電機子
を流れる磁束量は界磁磁石全体が第一磁化とされる最大値から電機子内に於いて前記永久
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磁石からの磁束と界磁磁石からの磁束とが相殺されるよう第二磁化の磁極面積が第一磁化
の磁極面積より大とされる最小値までの範囲となるよう構成されている事を特徴とする。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２２】
　請求項６の発明は，請求項１記載の回転電機システムに於いて，磁化容易さが互いに異
なる第一界磁磁石及び第二界磁磁石が磁性体間に配置された並列接続として界磁磁石が構
成され，励磁コイルは第一界磁磁石及び第二界磁磁石及び前記磁性体で構成する閉磁路に
磁束を発生させ，第一界磁磁石及び第二界磁磁石は互いに他を励磁磁路の一部とするよう
配置されていることを特徴とする。並列接続された第一界磁磁石及び第二界磁磁石は同時
に直列接続として閉磁路を構成している。励磁コイルはその閉磁路に磁束を発生させるよ
う配置されるので第一界磁磁石及び第二界磁磁石は常に逆方向に励磁される。したがって
，第一界磁磁石，第二界磁磁石の何れか磁化変更容易な界磁磁石の磁化方向をさらに反転
させて界磁磁石全体の磁束量を調整する場合がある。
【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４０】
　請求項２０の発明は，電機子コイルを有する電機子と，電機子と対向して周方向に配置
された複数の磁性体突極を有する表面磁極部と，同種の極性に磁化されるべき磁性体突極
グループ毎に一括して磁化する励磁部とを有し，表面磁極部と電機子とは軸を中心に相対
的に回転可能である回転電機装置の磁束量制御方法であって，励磁部は界磁磁石と，界磁
磁石の磁化を変更する励磁コイルとを有し，同種極性に磁化されるべき磁性体突極を電機
子と離れる方向である径方向或いは軸方向に延伸して界磁磁石に一括して磁気的に接続し
，前記界磁磁石のＮ極或いはＳ極の何れか一方の磁極から流れる磁束が磁性体突極及び電
機子を介して界磁磁石の他方の磁極に環流する主磁路と，励磁コイルを流れる電流により
生起された磁束が界磁磁石を含んで主として励磁部内で環流する励磁磁路とを界磁磁石に
並列に接続し，励磁コイルに磁化電流を供給して界磁磁石の磁化状態を不可逆的に変えて
電機子を流れる磁束量を制御する磁束量制御方法である。
【手続補正１０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４５】
　請求項２３の発明は，請求項２０記載の磁束量制御方法に於いて，磁化変更に必要な磁
界強度が互いに異なる第一界磁磁石及び第二界磁磁石を磁性体間に配置された並列接続と
して界磁磁石を構成し，励磁コイルは第一界磁磁石及び第二界磁磁石及び前記磁性体で構
成する閉磁路に磁束を発生させる磁束量制御方法である。第一界磁磁石及び第二界磁磁石
の磁極面積が等しい場合，直列に接続された各磁石内の磁界強度はほぼ等しいので第一界
磁磁石及び第二界磁磁石それぞれで磁化反転に必要な磁界強度が異なるよう構成して界磁
磁石の磁化状態を独立に制御する事を可能にする。磁化反転に必要な磁界強度を異ならせ
るには磁石素材の種類を変える，或いは同種の素材に於いて構成元素の組成比を変える等
の手段で実現出来る。それぞれの界磁磁石を更に磁化容易さの異なる磁石の並列接続とす
る構成も可能である。
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【手続補正１１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００７４】
　図４の状態から第一磁化である界磁磁石領域４２の磁化領域を増すには，界磁磁石の径
方向長さの最も短い領域に於いて界磁磁石領域４１の縮小される差分相当を第一磁化の方
向に磁化する振幅及び極性のパルス電流６２を励磁コイルに加える。
【手続補正１２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８５】
　回転電機が電動機として用いられる場合において，磁束量制御を行って回転力を最適に
制御する電動機システムを説明する。制御装置７５は出力７３である回転速度が所定の値
より大となり電機子に流れる磁束量を小とする時にはアクチュエータ１ｍにより可動磁極
１ｈを偏倚させて界磁磁石を主磁路から励磁磁路への接続に切換え，第二磁化である界磁
磁石領域４１の磁極面積を増す方向のパルス電流６２を励磁コイル１ｇに供給して第一磁
化である界磁磁石領域４２の磁極面積を減ずると共に界磁磁石領域４１の磁極面積を増大
させて電機子に流れる磁束量を小とさせ，アクチュエータ１ｍにより可動磁極１ｈを偏倚
させて界磁磁石を励磁磁路から主磁路への接続に切り替える。例えば，図４の状態に於い
て第二磁化の磁極面積を増すには，第二磁化の磁極面積増大分に相当する領域分を界磁磁
石領域４１に加えた領域を第二磁化の方向に磁化する振幅及び極性のパルス電流６２を励
磁コイル１ｇに供給する。
【手続補正１３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８６】
　制御装置７５は出力７３である回転速度が所定の値より小となり電機子に流れる磁束量
を大とする時にはアクチュエータ１ｍにより可動磁極１ｈを偏倚させて界磁磁石を主磁路
から励磁磁路への接続に切換え，第一磁化である界磁磁石領域４２の磁極面積を増す方向
のパルス電流６２を励磁コイル１ｇに供給して第二磁化である界磁磁石領域４１の磁極面
積を減ずると共に界磁磁石領域４２の磁極面積を増大させて電機子に流れる磁束量を大と
させ，アクチュエータ１ｍにより可動磁極１ｈを偏倚させて界磁磁石を励磁磁路から主磁
路への接続に切り替える。例えば，図４の状態に於いて第一磁化の磁極面積を増すには，
界磁磁石領域４１内で第一磁化の磁極面積増加分に相当する領域分を第一磁化の方向に磁
化する振幅及び極性のパルス電流６２を励磁コイル１ｇに供給する。
【手続補正１４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８７】
　回転電機が発電機として用いられる場合において，磁束量制御を行って発電電圧を所定
の電圧となるよう制御する定電圧発電システムを説明する。制御装置７５は出力７３であ
る発電電圧が所定の値より大となり電機子に流れる磁束量を小とする時にはアクチュエー
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タ１ｍにより可動磁極１ｈを偏倚させて界磁磁石を主磁路から励磁磁路への接続に切換え
，第二磁化である界磁磁石領域４１の磁極面積を増す方向のパルス電流６２を励磁コイル
１ｇに供給して第一磁化である界磁磁石領域４２の磁極面積を減ずると共に界磁磁石領域
４１の磁極面積を増大させて電機子に流れる磁束量を小とさせ，アクチュエータ１ｍによ
り可動磁極１ｈを偏倚させて界磁磁石を励磁磁路から主磁路への接続に切り替える。例え
ば，図４の状態に於いて第二磁化の磁極面積を増すには，第二磁化の磁極面積増大分に相
当する領域分を界磁磁石領域４１に加えた領域を第二磁化の方向に磁化する振幅及び極性
のパルス電流６２を励磁コイル１ｇに供給する。
【手続補正１５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８８】
　制御装置７５は出力７３である発電電圧が所定の値より小となり電機子に流れる磁束量
を大とする時にはアクチュエータ１ｍにより可動磁極１ｈを偏倚させて界磁磁石を主磁路
から励磁磁路への接続に切換え，第一磁化である界磁磁石領域４２の磁極面積を増す方向
のパルス電流６２を励磁コイル１ｇに供給して第二磁化である界磁磁石領域４１の磁極面
積を減ずると共に界磁磁石領域４２の磁極面積を増大させて電機子に流れる磁束量を大と
させ，アクチュエータ１ｍにより可動磁極１ｈを偏倚させて界磁磁石を励磁磁路から主磁
路への接続に切り替える。例えば，図４の状態に於いて第一磁化の磁極面積を増すには，
界磁磁石領域４１内で第一磁化の磁極面積増加分に相当する領域分を第一磁化の方向に磁
化する振幅及び極性のパルス電流６２を励磁コイル１ｇに供給する。
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